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次世代育成支援対策施設整備交付金の交付について

標記の交付金の交付については、別紙「次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱」

（以下「交付要綱」という。）により行うこととされ、平成２０年４月１日から適用する



こととされたので通知する。



別紙

次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱

（通則）

１ 次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号。以下「法」という ）第。

１１条第１項の規定に基づく次世代育成支援対策施設整備交付金の交付については、

法令又は予算の定めるところに従い、予算の範囲内において交付するものとし、補助

金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号 、補助金）

等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下

厚生
「適化法施行令」という ）及び厚生労働省所管補助金等交付規則（平成１２年。

労働
省
令第６号）の規定によるほか、この交付要綱の定めるところによる。

省

（交付の目的）

２ この交付金は、次世代育成支援対策推進法第１１条第１項に規定する交付金に関す

る省令（平成１７年厚生労働省令第７９号）第１条第２項に規定する施設（以下「児

童福祉施設等」という ）の新設、修理、改造、拡張又は整備に要する経費の一部に。

充てるために、国が交付する交付金であり、もって、次世代育成支援対策を推進する

ことを目的とする。

（交付の対象）

３ この交付金は、次世代育成支援対策を推進するために都道府県又は指定都市、中核

市若しくは市町村(指定都市及び中核市を除き、特別区を含む。交付要綱４の表の大

分類に定める市区町村子ども家庭総合支援拠点については一部事務組合を含む。以下

。） （ 「 」 。）同じ が策定する都道府県整備計画又は市町村整備計画 以下 整備計画 という

に基づいて実施される児童福祉施設等に関する施設整備事業に交付する。

（定 義）

４ 本交付要綱において「児童福祉施設等」とは、次の表の区分ごとに掲げる大分類、

中分類及び小分類の施設をいう。

区 分 大 分 類 中 分 類 小 分 類

(1)児童福祉法（昭和 児童福祉施設 助産施設 第一種助産施設

２２年法律第１６４ 第二種助産施設

号）第７条に基づく 乳児院

児童福祉施設（児童 母子生活支援施設

厚生施設については 児童厚生施設、

平成２年８月７日厚 児童養護施設

生省発児第１２３号 児童心理治療施設

厚生事務次官通知の 児童自立支援施設



別紙「児童館の設置 児童家庭支援セン

運営要綱」の第２か ター

ら第４に定める小型

児童館、児童センタ 一時保護施設

ー（大型児童センタ 職員養成施設

ーを含む ）及び大型 児童自立生活援助。

児童館 型児童館 事業所（「 」C
を除く ）とする 、 地域子育て支援拠。 。）

同法第１２条の４に 点事業所

基づく児童を一時保 小規模住居型児童

護する一時保護施設 養育事業所、

同法第３５条第１０ 利用者支援事業所

項に基づく職員養成 子育て支援のため

施設、同法第６条の の拠点施設

３第１項に基づく児 市区町村子ども家

童自立生活援助事業 庭総合支援拠点

を行う事業所、同条

第６項に基づく地域

子育て支援拠点事業

所、同条第８項に基

づく小規模住居型児

童養育事業を行う事

業所、子ども・子育

て支援法（平成２４

年法律第６５号）第

５９条第１号に基づ

、く利用者支援事業所

平成１１年１月７日

児発第１４号厚生省

児童家庭局長通知 子「

育て支援のための拠

点施設の設置につい

て」に基づく子育て

支援のための拠点施

設及び平成※年※月

※日雇児発第※号厚

生労働省雇用均等・

児童家庭局長通知 市「

区町村子ども家庭総

合支援拠点の整備に

ついて」に基づく基

づく拠点



(2)売春防止法（昭和 一時保護施設

３１年法律第１１８ 婦人保護施設

号）第３４条第５項

に基づく要保護女子

を一時保護する一時

保護施設、同法第３

６条に基づく要保護

女子を収容保護する

ための婦人保護施設

(3)上記以外の施設で その他施設

あって、当該施設に

ついて国が当該施設

の設置及び運営につ

いての基準を定めて

おり、かつ、厚生労

働大臣が特に整備の

必要を認めるもの

（注）本交付要綱において、地域子育て支援拠点事業所とは、平成２６年５月２９日雇

児発０５２９第１８号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「地域子育て支援拠

点事業の実施について （以下「地域子育て支援拠点事業実施要綱」という ）に基」 。

づく地域子育て支援拠点事業を行う事業所をいう。なお、開所日数が週３日及び週

４日の拠点事業所については 「地域子育て支援拠点事業実施要綱」の４の(２)の、

④に定める「地域の子育て拠点として地域の子育て支援活動の展開を図るための取

組」を行う場合、又は４の(３)の④に定める「地域の子育て力を高める取組」を行

う場合を対象とする。

５ ３において「施設整備」とは、次の表の種類ごとに掲げる整備内容をいう。

種 類 整 備 区 分 整 備 内 容

新 設 創 設 新たに施設を整備すること。

修 理 大規模修繕等 既存施設について平成２０年６月１２日雇児発

第0612002号厚生労働省雇用均等・児童家庭局

長通知「次世代育成支援対策施設整備交付金に

おける大規模修繕等の取扱いについて」により

整備をすること。

地震防災上倒壊等の危険性のある建物の耐震化



又は津波対策としての高台への移転を図るた

め 改築又は補強等の整備を行う事業 以下 耐、 （ 「

震化等整備事業」という ）においては、既存。

施設の耐震補強のために必要な補強改修工事や

当該工事と併せて付帯設備の改造等を行う次の

整備をすること。

・給排水設備、電気設備、ガス設備、冷暖房設

備、消防用設備等付帯設備の改造工事

・その他必要と認められる上記に準ずる工事

改 造 増 築 既存施設の現在定員の増員を図るための整備を

すること。

増 改 築 既存施設の現在定員の増員を図るための増築整

備をするとともに既存施設の改築整備（一部改

築を含む ）をすること。。

改 築 既存施設の現在定員の増員を行わないで改築整

備（一部改築を含む ）をすること。。

拡 張 拡 張 既存施設の現在定員の増員を行わないで施設の

延面積の増加を図る整備をすること。

整 備 スプリンクラ 平成２０年６月１２日雇児発第0612003号厚生

ー設備等整備 労働省雇用均等・児童家庭局長通知「次世代育

成支援対策施設整備交付金におけるスプリンク

ラー設備等の取扱いについて」により整備をす

ること。

老朽民間児童 社会福祉法人が設置する施設について平成２０

福祉施設整備 年６月１２日雇児発第0612001号厚生労働省雇

用均等・児童家庭局長通知「老朽民間児童福祉

施設等の整備について」により改築整備（一部

改築を含む ）をすること。。

児童相談所一時保 平成２８年８月２４日雇児発０８２４第８号厚

護施設における受 生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「児童相

入体制強化を図る 談所一時保護施設における受入体制強化を図る

ための整備 ための整備の特例的な取扱について」により整

備をすること。

防 犯 対 策 強 化 平成※年※月※日雇児発※第※号厚生労働省雇

に 係 る 整 備 用均等・児童家庭局長通知「児童養護施設等に



おける防犯対策強化に係る整備について」によ

り整備をすること

（事業の種類）

６ 交付金の交付の対象となる施設整備事業の種類は、以下によるものとする。

（１）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に

（（ ） 。）定める設置者が設置する施設に係る事業 ４ に掲げる耐震化等整備事業を除く

①施設の種類 ②設置根拠等 ③設置主体

(1)児童福祉法に基づく施

設等

ｱ 児童福祉施設 児童福祉法第３５条第２項又は 都道府県又は指定

第３項 都市、中核市若し

くは市町村

ｲ 児童相談所一時保護施 児童福祉法第１２条の４ 都道府県又は指定

設 都市、中核市若し

くは市（特別区を

含む）

ｳ 職員養成施設 児童福祉法第３５条第１０項 都道府県又は指定

都市、中核市若し

くは市町村

ｴ 児童自立生活援助事業 児童福祉法第６条の３第１項 都道府県又は指定

所 都市、中核市若し

くは市町村

ｵ 地域子育て支援拠点事 児童福祉法第６条の３第６項 指定都市、中核市

業所 若しくは市町村

ｶ 小規模住居型児童養 児童福祉法第６条の３第８項 都道府県又は指定

育事業所 都市、中核市若し

くは市町村

ｷ 利用者支援事業所 子ども・子育て支援法第５９ 指定都市、中核市条

第１号 若しくは市町村

ｸ 子育て支援のための 平成１１年１月７日児発第１４ 指定都市、中核市

拠点施設 号厚生省児童家庭局長通知「子 若しくは市町村

育て支援のための拠点施設の設



置について」

、 、ｹ 市区町村子ども家庭 平成※年※月※日雇児発第※号 指定都市 中核市

総合支援拠点 厚生労働省雇用均等・児童家庭 市町村若しくは一

局長通知「市区町村子ども家庭 部事務組合

総合支援拠点の整備について」

(2)売春防止法に基づく施

設

ｱ 婦人相談所一時保護施 売春防止法第３４条第５項 都道府県

設 指定都市

ｲ 婦人保護施設 売春防止法第３６条 都道府県

(3)その他施設 別途厚生労働大臣が定める基準 都道府県、指定都

等 市、中核市、市町

村

（２ （１）の表①欄に定める施設について、民間資金等の活用による公共施設等の整）

備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１７号）第８条第１項の規定により

選定された選定事業者が、同法第１０条第１項の規定により整備した施設を③欄に

定める地方公共団体が買収する事業（以下「ＰＦＩ事業」という 。。）

（３）平成２０年６月１２日雇児発第0612009号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通

知「余裕教室を活用した児童福祉施設等への改築整備の促進について」により指定

都市、中核市及び市町村が行う学校等の余裕教室の改築等に要する施設整備事業。

（４）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に

定める設置者が設置する施設に係る耐震化等整備事業

①施設の種類 ②設置根拠等 ③設置主体

(1)児童福祉法に基づく施

設等

ｱ 児童福祉施設（助産施 児童福祉法第３５条第２項又は 都道府県又は指定

設、乳児院、母子生活 第３項 都市、中核市若し

支援施設、児童養護施 くは市町村

、 、設 児童心理治療施設

児童自立支援施設に限

る ）。

ｲ 児童相談所一時保護施 児童福祉法第１２条の４ 都道府県又は指定

設 都市、中核市若し

くは市（特別区を



含む）

(2)売春防止法に基づく施

設

ｱ 婦人相談所一時保護施 売春防止法第３４条第５項 都道府県

設 指定都市

ｲ 婦人保護施設 売春防止法第３６条 都道府県

（５）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に

定める社会福祉法人その他の地方公共団体以外の設置者（以下「社会福祉法人等」

という ）が設置する施設に係る施設整備事業に対し、都道府県又は指定都市、中。

核市若しくは市町村が行う補助事業（ ６）に掲げる耐震化等整備事業を除く ）（ 。

①施設の種類 ②設置根拠等 ③設置主体

(1)児童福祉法に基づく施

設等

ｱ 児童福祉施設 児童福祉法第３５条第４項 社会福祉法人、日

本赤十字社（児童

。）、ｲ 児童自立生活援助事業 児童福祉法第６条の３第１項 厚生施設を除く

所 公益社団法人、公

益財団法人又は都

ｳ 地域子育て支援拠点事 児童福祉法第６条の３第６項 道府県又は指定都

業所 市、中核市若しく

は市町村が認めた

ｴ 小規模住居型児童養 児童福祉法第６条の３第８項 法人

育事業所

条ｵ 利用者支援事業所 子ども・子育て支援法第５９

第１号

(2)婦人保護施設 売春防止法第３６条 社会福祉法人

(3)その他施設 別途厚生労働大臣が定める基準 社会福祉法人、日

等 本赤十字社、公益

社団法人又は公益

財団法人



（注 「都道府県又は指定都市、中核市若しくは市町村が認めた法人」とは、児童自立）

生活援助事業所にあっては児童福祉法第６条の３第１項、小規模住居型児童養育事

業所にあっては同法６条の３第８項に基づき事業を実施する都道府県又は指定都

市、中核市若しくは市町村が認めた法人をいい、地域子育て支援拠点事業所にあっ

ては同法６条の３第６項、利用者支援事業所にあっては子ども・子育て支援法（平

成２４年法律第６５号）第５９条第１号に基づき市町村が認めた事業を実施する法

人をいう。

（６）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に

定める社会福祉法人その他の地方公共団体以外の設置者が設置する施設に係る耐震

化等整備事業に対し、都道府県又は指定都市、中核市若しくは市町村が行う補助事

業

①施設の種類 ②設置根拠等 ③設置主体

(1)児童福祉施設（助産施 児童福祉法第３５条第４項 社会福祉法人、日

設、乳児院、母子生活支 本赤十字社、公益

援施設、児童養護施設、 社団法人又は公益

児童心理治療施設、児童 財団法人

自立支援施設に限る ）。

(2)婦人保護施設 売春防止法第３６条 社会福祉法人

（交付金の対象除外）

７ 交付金は、次に掲げる費用については対象としないものとする。

（１）土地の買収又は整地に要する費用

（２）既存建物の買収（既存建物を買収することが建物を新築することより、効率的で

あると認められる場合における当該建物の買収を除く ）に要する費用。

（３）職員の宿舎に要する費用

（４）防犯対策強化整備事業における、防犯対策強化以外を目的とした整備に要する費

用

（５）その他施設整備費として適当と認められない費用

（交付額の算定方法）

８ この交付金は、都道府県又は指定都市、中核市若しくは市町村に対し、整備計

画に記載された施設整備事業に要する経費に充てるため交付するものとし、その交付

額は次により算出するものとする。

ただし、算出された交付額に1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨

てるものとする。

ア ６の（１）から（４）の事業に係る交付額を算出する。

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単



位ごとに、別表１－１、別表１－２、別表１－３、別表３、別表４又は別表５で

定める基準により算出した合計基礎点数に1,000円を乗じた額を交付基礎額とす

る。

（イ （ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総事）

業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に別表１

－４に定める国の負担割合を乗じた額を算出する。

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに （ア）により算出した６の（１）から、

（４）の額と （イ）により算出した６の（１）から（４）の各々の額を比較して、

いずれか少ない方の額を選定し、この額の合計額を交付額とする。

イ ６の（５）及び（６）の事業に係る交付額を算出する。

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単

位ごとに、別表１－１、別表１－２、別表１－３、別表３、別表４又は別表５で

定める基準により算出した合計基礎点数に1,000円を乗じた額を交付基礎額とす

る。

（イ （ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総事）

（ 、 。）業費から寄付金その他の収入額 社会福祉法人の場合は 寄付金収入額を除く

を控除した額とを比較して少ない方の額に別表１－４に定める国の負担割合を乗

じた額を算出する。

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに （ア）により算出した６の（５）及び、

（６）の額と （イ）により算出した６の（５）及び（６）の各々の額と、都道、

府県又は指定都市、中核市若しくは市町村が社会福祉施設等に対して補助した額

を比較して少ない方の額を選定し、この額の合計額を交付額とする。

ウ ア及びイにより算出した額を合算した額を交付額とする。

（国の財政上の特別措置）
９ 次の表の第１欄に定める区分ごとに、第２欄に定める対象施設の種類に掲げられて
いる施設の整備に係る交付金の交付額の算定にあっては、次により算定するものとす
る。
ただし、対象施設（児童厚生施設を除く ）が豪雪地帯対策特別措置法（昭和３７。

年法律第７３号）第２条第２項の規定に基づき指定された特別豪雪地帯に所在する場
合は、別表２「交付基礎点数表」により算出された点数に対して、０．０８を乗じて
得られた点数を加算し、交付基礎額を算出するものとする。

（１）次の表の①欄に掲げる「助産施設 「乳児院」及び「母子生活支援施設」の整備」
事業
ア ６の（１）から（４）の事業に係る交付額を算出する。

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単

位ごとに、別表１－１、別表１－２、別表１－３、別表３、別表４又は別表５で

定める基準により算出した合計基礎点数に1,000円を乗じた額を交付基礎額とす



る。

（イ （ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総事）

業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に別表１

－４に定める国の負担割合を乗じた額を算出する。

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに （ア）により算出した６の（１）から、

（４）の額と （イ）により算出した６の（１）から（４）の各々の額を比較して、

いずれか少ない方の額を選定し、この額の合計額を交付額とする。

イ ６の（５）及び（６）の事業に係る交付額を算出する。

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単

位ごとに、別表１－１、別表１－２、別表１－３、別表３、別表４又は別表５で

定める基準により算出した合計基礎点数に1,000円を乗じた額を交付基礎額とす

る。

（イ （ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総事）

（ 、 。）業費から寄付金その他の収入額 社会福祉法人の場合は 寄付金収入額を除く

を控除した額とを比較して少ない方の額に別表１－４に定める国の負担割合を乗

じた額を算出する。

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに （ア）により算出した６の（５）及び、

（６）の額と （イ）により算出した６の（５）及び（６）の各々の額と、都道、

府県又は指定都市、中核市若しくは市町村が社会福祉施設等に対して補助した額

を比較して少ない方の額を選定し、この額の合計額を、交付額とする。

ウ ア及びイにより算出した額を合算した額を交付額とする。

（２）次の表の②及び③欄に掲げる「乳児院」及び「児童心理治療施設」の整備事業
ア ６の（１）から（４）の事業に係る交付額を算出する。
（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単

位ごとに、別表１－１、別表１－２、別表１－３、別表３、別表４又は別表５で

定める基準により算出した合計基礎点数に1,000円を乗じた額を交付基礎額とす

る。

（イ （ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総事）

業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に別表１

－４に定める国の負担割合を乗じた額を算出する。

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに （ア）により算出した６の（１）から、

（４）の額と （イ）により算出した６の（１）から（４）の各々の額を比較して、

いずれか少ない方の額を選定し、この額の合計額を交付額とする。



イ ６の（５）及び（６）の事業に係る交付額を算出する。

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単

位ごとに、別表１－１、別表１－２、別表１－３、別表３、別表４又は別表５で

定める基準により算出した合計基礎点数に1,000円を乗じた額を交付基礎額とす

る。

（イ （ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総事）

（ 、 。）業費から寄付金その他の収入額 社会福祉法人の場合は 寄付金収入額を除く

を控除した額とを比較して少ない方の額に別表１－４に定める国の負担割合を乗

じた額を算出する。

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに （ア）により算出した６の（５）及び、

（６）の額と （イ）により算出した６の（５）及び（６）の各々の額と、都道、

府県又は指定都市、中核市若しくは市町村が社会福祉施設等に対して補助した額

を比較して少ない方の額を選定し、この額の合計額を、交付額とする。

ウ ア及びイにより算出した額を合算した額を交付額とする。

（３）次の表の④欄に掲げる「児童福祉施設等」の整備事業
ア ６の（１）から（４）の事業に係る交付額を算出する。
（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単

位ごとに、別表１－１、別表１－２、別表１－３、別表３、別表４又は別表５で

定める基準により算出した合計基礎点数に1,000円を乗じた額を交付基礎額とす

る。

（イ （ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総事）

業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に別表１

－４に定める国の負担割合を乗じた額を算出する。

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに （ア）により算出した６の（１）から、

（４）の額と （イ）により算出した６の（１）から（４）の各々の額を比較して、

いずれか少ない方の額を選定し、この額の合計額を交付額とする。

イ ６の（５）及び（６）の事業に係る交付額を算出する。

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単

位ごとに、別表１－１、別表１－２、別表１－３、別表３、別表４又は別表５で

定める基準により算出した合計基礎点数に1,000円を乗じた額を交付基礎額とす

る。

（イ （ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総事）

（ 、 。）業費から寄付金その他の収入額 社会福祉法人の場合は 寄付金収入額を除く

を控除した額とを比較して少ない方の額に別表１－４に定める国の負担割合を乗

じた額を算出する。

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに （ア）により算出した６の（５）及び、



（６）の額と （イ）により算出した６の（５）及び（６）の各々の額と、都道、

府 県又は指定都市、中核市若しくは市町村が社会福祉施設等に対して補助した

額を比較して少ない方の額を選定し、この額の合計額を、交付額とする。

ウ ア及びイにより算出した額を合算した額を交付額とする。

１ 区 分 ２ 対象施設の種類

① 沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号） 助 産 施 設
第４条第１項に規定する沖縄振興計画に基づく事業 乳 児 院
として行う場合 母子生活支援施設

② 地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備 乳 児 院
事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（昭 児童心理治療施設
和５５年法律第６３号）第２条第1項に規定する地
震対策緊急整備事業計画に基づいて実施される事業
のうち、同法別表第１に掲げる児童福祉施設（木造
施設の改築として行う場合）

③ 地震防災対策特別措置法（平成７年法律第１１１ 乳 児 院
号）第２条第1項に規定する地震防災緊急事業五箇 児童心理治療施設
年計画に基づいて実施される事業のうち、同法別表
第１に掲げる児童福祉施設（木造施設の改築として
行う場合）

④ 南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関す 児童福祉施設等（児童家

る特別措置法（平成２５年法律第８７号）第１２条 庭支援センター、職員養

第１項に規定する津波避難対策緊急事業計画に基づ 成施設、その他施設を除

いて実施される事業のうち、同項第４号に基づき政 く ）。

令で定める施設

（交付金の概算払）

10 厚生労働大臣は、必要があると認める場合においては、国の支払計画承認額の範囲

内において概算払をすることができるものとする。

（交付の条件）

11 この交付金の交付の決定は、次の条件が付されるものとする。

（１）都道府県、指定都市、中核市及び市町村が事業を実施する場合（ ２）に掲げる（

場合を除く ）。

ア 整備計画の計画変更に伴う事業に要する経費の配分の変更をする場合には、当

該都道府県の区域を管轄する地方厚生局長（徳島県、香川県、愛媛県及び高知県

にあっては四国厚生支局長、以下「地方厚生（支）局長」という ）の承認を受。

けなければならない。

イ 事業の内容のうち、整備計画に記載された建物等の用途を変更する場合には、



地方厚生（支）局長の承認を受けなければならない。

、 （ 、 。）ウ 整備計画に記載された事業を中止 又は廃止 一部の中止 又は廃止を含む

する場合には、地方厚生（支）局長の承認を受けなければならない。

エ 整備計画に基づく事業が計画期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難に

なった場合には、速やかに地方厚生（支）局長に報告してその指示を受けなけれ

ばならない。

オ 事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業により

、 、取得し 又は効用の増加した価格が単価５０万円以上の機械及び器具については

適化法施行令第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間

を経過するまで、地方厚生（支）局長の承認を受けないでこの交付金の交付の目

的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取壊し又は廃棄し

てはならない。

カ 地方厚生（支）局長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場

合には、その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。

キ 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後におい

ても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らな

ければならない。

ク 事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの交付金に係る消費税及び

地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、別紙７の様式により速やかに

地方厚生（支）局長に報告しなければならない。

なお、地方厚生（支）局長に報告があった場合には、当該仕入控除税額の全部

又は一部を国庫に納付させることがある。

ケ この交付金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙３の様式に

よる調書を作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理

し、かつ調書及び証拠書類を交付金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認

を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管して

おかなければならない。

ただし、事業により取得し、又は効用の増加した財産がある場合は、前記の期

間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は適化法施行令第14条第１項

第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い

日まで保管しておかなければならない。

コ 地方公共団体以外の者が事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係

者から、寄付金等の資金提供を受けてはならない。ただし、共同募金会に対して

なされた指定寄付金を除く。

サ 事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約において

も、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾しては

ならない。

シ 地方公共団体以外の者が事業を行うために締結する契約については、一般競争

入札に付するなど都道府県又は指定都市若しくは中核市、市町村が行う契約手続

の取扱いに準拠しなければならない。

、 、ス この交付金の交付と対象経費を重複して お年玉付き郵便葉書等寄付金配分金

又は財団法人JKA若しくは日本船舶振興会の補助金の交付を受けてはならない。

（２）都道府県、指定都市、中核市又は市町村が社会福祉法人等が実施する施設整備事

業に対して補助する場合

ア (１)のア、イ、ウ、エ及びケに掲げる条件



イ 都道府県、指定都市、中核市又は市町村は社会福祉法人等に対してこの交付金

を財源の一部として補助金を交付する場合には、次の条件を付さなければならな

い。

（ア）(１)のア、イ、ウ、エ、カ、キ、コ、サ、シ及びスに掲げる条件

この場合において 「地方厚生（支）局長」とあるのは「都道府県知事、指、

定都市市長、中核市市長又は市町村長」と 「国庫」とあるのは「都道府県、、

指定都市、中核市又は市町村」と読み替えるものとする。

（イ）事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業によ

り取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機械及び器具につい

ては、適化法施行令第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定

める期間を経過するまで都道府県知事、指定都市市長、中核市市長又は市町村

長の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換

し、貸し付け、担保に供し、取壊し又は廃棄してはならない。

（ウ）事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につ

いて証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を交付金の額の確定の日

（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属す

る年度の終了後５年間保管しておかなければならない。

ただし、事業により取得し、又は効用の増加した財産がある場合は、前記の

期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は適化法施行令第14条第

１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれ

か遅い日まで保管しておかなければならない。

（エ）事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税及

び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が0円の場合

を含む ）は、別紙７の様式により速やかに、遅くとも補助事業の完了日の属。

する年度の翌々年度６月30日までに都道府県知事、指定都市市長、中核市市長

又は市町村長に報告しなければならない。

なお、事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所

等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、

本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上

割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。

また、補助金にかかる仕入れ税額控除税額があることが確定した場合には、

当該仕入控除税額を都道府県、指定都市、中核市又は市町村に返還しなければ

ならない。

ウ イにより付した条件に基づき都道府県知事、指定都市市長、中核市市長又は市

町村長が承認又は指示する場合には、あらかじめ地方厚生（支）局長の承認又は

指示を受けなければならない。

エ 事業者から財産の処分による収入又は補助金に係る消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額の全部又は一部の納付があった場合には、その納付額の全部又は

一部を国庫に納付させることがある。

オ 事業者がイにより付した条件に違反した場合には、この交付金の全部又は一部

を国庫に納付させることがある。

（申請手続）

12 この交付金の交付の申請は、別紙１の様式による申請書に関係書類を添えて、別に

定める日までに各地方厚生（支）局長に提出するものとする。



（変更申請手続）

13 この交付金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申請等

を行う場合には、12に定める申請手続に従い、別に指示する期日までに行うものと

する。

（交付決定までの標準的期間）

14 地方厚生（支）局長は、12又は13による申請書が到達した日から起算して原則と

して２月以内に交付の決定（変更交付決定を含む ）を行うものとする。。

（状況報告）

15 都道府県又は指定都市、中核市若しくは市町村は、交付金の交付の対象となった施

設整備事業に係る工事に着工したときは、別紙４の様式により工事に着工した日から

１０日以内に、また、工事進捗状況については別紙５の様式により毎年度１２月末日

現在の状況を翌月１５日までに地方厚生（支）局長に報告しなければならない。

（実績報告）

16 この交付金の事業の実績報告は、別紙２の様式による報告書に関係書類を添えて、

事業の完了の日から起算して１月を経過した日（11の（１）のウ又は（２）のウに

より事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から１

月を経過した日）又は翌年度４月１０日のいずれか早い日までに、地方厚生（支）局

長に提出して行わなければならない。

なお、事業が翌年度にわたるときは、この交付金の交付の決定に係る国の会計年度

の翌年度の４月３０日までに、別紙６の様式による報告書を地方厚生（支）局長に提

出して行わなければならない。

（交付金の返還）

17 地方厚生（支）局長は、交付すべき交付金の額を確定した場合において、既にその

額を超える交付金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について

国庫に返還することを命ずる。

（その他）

18 特別の事情により８、12、13、15及び16に定める算定方法、手続きによることが

できない場合には、あらかじめ地方厚生（支）局長の承認を受けてその定めるところ

によるものとする。



別表１－１

算 定 基 準

（耐震化等整備事業を除く。）

創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備

１区 分 ２ 種 目 ３基 準 ４ 対 象 経 費 ５ 負担割合

施設整備 本体工事費 ア 定員１人当たり交付基 施設の整備（施設の 別表１－４の

礎点数を適用する場合 整備と一体的に整備さ とおり

（ア）別表２に掲げる定員 れるものであって、地

１人当たり交付基礎点 方厚生（支）局長が必

数に定員を乗じて得た 要と認めた整備を含

ものを基準とする。 む。）に必要な工事費

（イ）沖縄振興特別措置法 又は工事請負

（平成１４年法律第１ 費（７に定める費用を除

４号）第４条第1項に く。）及び工事事務費

規定する沖縄振興計画 （工事施工のため直接

（以下「沖縄振興計 必要な事務に要する費

画」という。）に基づ 用であって、旅費、消

く事業として行う場合 耗品費、通信運搬費、

には別表２に掲げる定 印刷製本費及び設計監

員１人当たり交付基礎 督料等をいい、その額

点数に定員を乗じて得 は、工事費又は工事請

たものを基準とする。 負費の２．６％に相当

（ウ）地震防災対策強化地 する額を限度額とす

域における地震対策緊 る。以下同じ。）並び

急整備事業に係る国の に既存建物の買収のた

財政上の特別措置に関 めに必要な公有財産購

する法律（昭和５５年 入費（ＰＦＩ事業に限

法律第６３号）第２条 る。）。ただし、別の

に規定する 補助金等又はこの種目

地震対策緊急整備事業 とは別の種目において

計画（以下「地震対策 別途交付対象とする費

緊急整備事業計画」と 用を除き（以下同

いう。）に基づいて実 じ。)、工事費又は工

施される事業のうち、 事請負費には、これと

同法別表第１に掲げる 同等と認められる委託

児童福祉施設（木造施 費、分担金及び適当と

設の改築として行う場 認められる購入費等を

合）として行う場合に 含む（以下同じ。）。

は別表２に掲げる定員

１人当たり交付基礎点

数に定員を乗じて得た



ものを基準とする。

（エ）地震防災対策特別措

置法（平成７年法律第

１１１号）第２条に規

定する地震防災緊急事

業五箇年計画（以下、

「地震防災緊急事業五

箇年計画」という。）

に基づいて実施される

事業のうち、同法別表

第１に掲げる児童福祉

施設（木造施設の改築

として行う場合）とし

て行う場合には別表２

に掲げる定員１人当た

り交付基礎点数に定員

を乗じて得たものを基

準とする。

（オ）南海トラフ地震に係

る地震防災対策の推進

に関する特別措置法

（平成２５年法律第８

７号）第１２条第１項

に規定する津波避難対

策緊急事業計画（以下

「津波避難対策緊急事

業計画」という。）に

基づいて実施される事

業のうち、同項第４号

に基づき政令で定める

施設として行う場合に

は別表２に掲げる定員

１人当たり交付基礎点

数に定員を乗じて得た

ものを基準とする。

イ １施設当たり交付基礎

点数を適用する場合

（ア）別表２に掲げる１施

設当たり交付基礎点数

を基準とする。

（イ）沖縄振興計画に基づ

く事業として行う場合

には別表２に掲げる１

施設当たり交付基礎点



数を基準とする。

（ウ）地震対策緊急整備事

業計画に基づいて実施

される事業のうち、同

法別表第１に掲げる児

童福祉施設（木造施設

の改築として行う場

合）として行う場合に

は別表２に掲げる１施

設当たり交付基礎点数

を基準とする。

（エ）地震防災緊急事業五

箇年計画に基づいて実

施される事業のうち、

同法別表第１に掲げる

児童福祉施設（木造施

設の改築として行う場

合）として行う場合に

は別表２に掲げる１施

設当たり交付基礎点数

を基準とする。

（オ）津波避難対策緊急事

業計画に基づいて実施

される事業のうち、同

項第４号に基づき政令

で定める施設として行

う場合には別表２に掲

げる１施設当たり交付

基礎点数を基準とす

る。

ウ １世帯当たり交付基礎

点数を適用する場合

（ア）別表２に掲げる１世

帯当たり交付基礎点数

に定員（世帯）を乗じ

て得たものを基準とす

る。

（イ）沖縄振興計画に基づ

く事業として行う場合

には別表２に掲げる１

世帯当たり交付基礎点

数に定員（世帯）を乗

じて得たものを基準と

する。



（ウ）津波避難対策緊急事

業計画に基づいて実施

される事業のうち、同

項第４号に基づき政令

で定める施設として行

う場合には別表２－１

及び２－２に掲げる１

世帯当たり交付基礎点

数に定員（世帯）を乗

じて得たものを基準と

する。

エ １グループケア当たり

交付基礎点数を適用する

場合

（ア）別表２に掲げる１グ

ループケア当たり交付

基礎点数にグループケ

ア数を乗じて得たもの

を基準とする。

（イ）沖縄振興計画に基づ

く事業として行う場合

には別表２に掲げる１

グループケア当たり交

付基礎点数にグループ

ケア数を乗じて得たも

のを基準とする。

（ウ）地震対策緊急整備事

業計画に基づいて実施

される事業のうち、同

法別表第１に掲げる児

童福祉施設（木造施設

の改築として行う場

合）として行う場合に

は別表２に掲げる１グ

ループケア当たり交付

基礎点数にグループケ

ア数を乗じて得たもの

を基準とする。

（エ）地震防災緊急事業五

箇年計画に基づいて実

施される事業のうち、

同法別表第１に掲げる

児童福祉施設（木造施

設の改築として行う場



合）として行う場合に

は別表２に掲げる１グ

ループケア当たり交付

基礎点数にグループケ

ア数を乗じて得たもの

を基準とする。

（オ）津波避難対策緊急事

業計画に基づいて実施

される事業のうち、同

項第４号に基づき政令

で定める施設として行

う場合には別表２に掲

げる１グループケア当

たり交付基礎点数にグ

ループケア数を乗じて

得たものを基準とす

る。

オ 一部改築及び拡張

平成２０年６月１２日

雇児発第0612005号厚生

労働省雇用均等・児童家

庭局長通知「次世代育成

支援対策施設整備交付金

における一部改築及び拡

張に係る交付金の算出方

法の取扱いについて」に

より算出されたものを基

準とする。

カ 豪雪地帯対策特別措置

法（昭和３７年法律第７

３号）第２条第２項の規

定に基づき指定された特

別豪雪地帯に所在する場

合は、上記に定める方法

により算定されたものに

対して０．０８を乗じて

得たものを加算する。

キ 積雪寒冷地域（寒冷地

手当支給規則（昭和３９

年総理府令第３３号）別

表１に掲げる地域（国家

公務員の寒冷地手当支給



地域）とする。）に所在

する下記に掲げる対象施

設の体育施設にあって

は、１施設当たり31,070

点数を基準とする。

ただし、地震対策緊急

整備事業計画に基づいて

実施される事業のうち、

同法別表第１に掲げる児

童福祉施設（木造施設の

改築として行う場合）と

して行う場合及び地震防

災緊急事業五箇年計画に

基づいて実施される事業

のうち、同法別表第１に

掲げる児童福祉施設（木

造施設の改築として行う

場合）として行う場合に

は１施設当たり41,430点

数を基準とする。

〈対象施設〉

婦人保護施設、児童養護

施設、児童心理治療施

設、児童自立支援施設

ク 地域に密着した独自の

事業を実施するための場

等を確保する整備であっ

て、平成２０年６月１２

日雇児発第0612008号厚

生労働省雇用均等・児童

家庭局長通知「次世代育

成支援対策施設整備交付

金における地域福祉の推

進等を図るためのスペー

ス（地域交流スペース）

の整備について」に定め

る基準に適合する整備を

行うときは、別表２に定

める交付基礎点数を基準

とする。

ヶ 1拠点当たり交付基礎

点数を採用する場合

別表２に掲げる1拠点



交付基礎点数を標あたり

準とする。

特殊附帯工 別表２に掲げる１施設当 特殊附帯工事費に必

事費 たり交付基礎点数を基準と 要な工事費又は工事請

する。 負費

解 体 撤 去 別表２に掲げる１単位当 解体撤去に必要な工事費

工事費及び たり交付基礎点数を基準と 又は工事請負費及び仮

仮 設 施 設 する。 設施設整備に必要な賃

整備工事費 借料、工事費又は工事

請負費

（注）前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された算定基準を適用する。



別表１－２

算 定 基 準

（別表１－１、別表１－３、別表３、別表４及び別表５に掲げる整備以外の事業）

１ 区 分 ２ 種 目 ３ 基 準 ４ 対 象 経 費 ５ 負担割合

施 設 整 備 本体工事費 その他特 施設の整備に必要 別表１－４の大規模修繕等、

別な工事費については、厚 な工事費又は工事請 とおり

生労働大臣が必要と認めた 負費（７に定める費

点数とする。ただし、第４ 用を除く。）及び工

欄に定める対象経費の実支 事事務費（工事施工

出額を２，０００（児童厚 のため直接必要な事

生施設については３，００ 務に要する費用であ

０）で除して得た点数（以 って、旅費、消耗品

下「実支出額を２，０００ 費、通信運搬費、印

（児童厚生施設については 刷製本費及び設計監

３，０００）で除して得た 督料等をいい、その

点数」という。）がこれに 額は、工事費又は工

満たないときは、実支出額 事請負費の２．６％

を２，０００（児童厚生施 に相当する額を限度

設については３，０００） 額とする。以下同

で除して得た点数とする。 じ。）。

耐震化等整備事業におけ ただし、別の補助

る大規模修繕等について 金等又はこの種目と

は、 は別の種目において次のいずれか低い方の

別途交付対象とする価格を基準に厚生労働大臣

費用を除き（以下同が必要と認めた点数とす

じ。）、工事費又はる。

（１）公的機関（都道府 工事請負費には、こ

県又は市町村の建築担当 れと同等と認められ

課等）の見積り る委託費、分担金及

び適当と認められる

（２）工事請負業者２社 購入費等を含む（以

の見積りを比較して、低 下同じ。）。

い方の見積り

スプリンク 別表２による「交付基礎 スプリンクラー設

ラー設備等 点数表」に基づき、算出さ 備等に必要な工事費

工事費 れたものを基準とする。 又は工事請負費

(既存施設)

仮設施設整 大規模修繕等について 仮設施設整備に必要

備工事費 は、厚生労働大臣が必要と な賃借料、工事費又

認めた点数とする。ただ は工事請負費

し、第４欄に定める対象経



費の実支出額を２，０００

（児童厚生施設については

３，０００）で除して得た

点数（以下「実支出額を

２，０００（児童厚生施設

については３，０００）で

除して得た点数」とい

う。）がこれに満たないと

きは、実支出額を２，００

０（児童厚生施設について

は３，０００）で除して得

た点数とする。

耐震化等整備事業におけ

る大規模修繕等について

は、 算出されたも次により

のを基準とする。

ア 定員１人当たり交付基

礎点数を適用する場合

別表２に掲げる定員１

人当たり交付基礎点数に

定員を乗じて得たものを

基準とする。

イ １世帯当たり交付基礎

点数を適用する場合

別表２に掲げる１世帯

当たり交付基礎点数に定

員（世帯）を乗じて得た

ものを基準とする。



別表１－３

算 定 基 準

（防犯対策強化整備事業）

１ 区分 ２ 種目 ３ 基 準 ４ 対 象 経 費 ５負担割合

施設整備 本体工事費 児童養護施設等におけ 防犯対策の強化に係 別表１－４

る防犯対策の強化に係る る整備に必要な工事費 のとおり

整備については、次の取 又は工事請負費（７に

り扱いとする。 定める費用を除く。）及

び工事事務費（工事施

ア 門、フェンス等の外 工のため直接必要な事

構の設置、修繕等 務に要する費用であっ

次のいずれかの低い方の て、旅費、消耗品費、

価格を２，０００（児童 通信運搬費、印刷製本

厚生施設については３， 費及び設計監督料等を

０００）で除した点数を いい、その額は、工事

基準とする。 費又は工事請負費の

２．６％に相当する額

（１）公的機関（都道府 を限度額とする。以下

県又は市町村の建築担 同じ。）。

当課等）の見積り ただし、別の補助金

等又はこの種目とは別

（２）工事請負業者２社 の種目において別途交

の見積りを比較して、 付対象とする費用を除

低い方の見積り き（以下同じ。）、工

事費又は工事請負費に

※ただし、見積り額に は、これと同等と認め

ついて、入所施設は１， られる委託費、分担金

０００，０００円未満、 及び適当と認められる

入所施設以外の施設は３ 購入費等を含む（以下

００，０００円未満の場 同じ。）。

合は本事業の対象としな

い。

イ 非常通報装置等の設

置

次のいずれかの低い方の

価格を２，０００（児童

厚生施設については３，

０００）で除した点数と

９００点を比較して、い

ずれか少ない方の点数を

基準とする。

（１）公的機関（都道府



県又は市町村の建築担

当課等）の見積り

（２）工事請負業者２社

の見積りを比較して、

低い方の見積り

※ただし、見積り額に

ついて、３００，０００

円未満の場合は本事業の

対象としない。



別表１－４ 

次世代育成支援対策施設整備交付金における施設整備 

事業の国、都道府県、市区町村、設置主体の負担割合 

  

施設の設置主体が都道府県等の場合 

区分 国 都道 

府県 

市区 

町村 

児童厚生施設（市区町村が設置する場合） １／３ １／３ １／３ 

児童厚生施設（都道府県が設置する場合） １／３ ２／３ － 

児童厚生施設以外（市区町村が設置する場合） １／２ － １／２ 

児童厚生施設以外（都道府県が設置する場合） １／２ １／２ － 

 

施設の設置主体が民間（法人等）の場合 

区分 国 都道 

府県 

市区 

町村 

設置 

主体 

児童厚生施設 

（市区町村が設置主体に補助する場合） 

１／３ － １／３ １／３ 

児童厚生施設 

（都道府県が設置主体に補助する場合） 

１／３ １／３ － １／３ 

児童厚生施設以外 

（市区町村が設置主体に補助する場合） 

１／２ － １／４ １／４ 

児童厚生施設以外 

（都道府県が設置主体に補助する場合） 

１／２ １／４ － １／４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１－４ 

交付要綱の９（国の財政上の特別措置）に基づく整備 

 

① 沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）第４条第１項に規定する沖縄振興計画に基

づく事業として行う場合 

 

施設の設置主体が都道府県等の場合 

区分 国 都道 

府県 

市区 

町村 

市区町村が設置する場合 

・乳児院 

２／３ － １／３ 

都道府県が設置する場合 

・乳児院 

２／３ １／３ － 

市区町村が設置する場合 

・助産施設 

・母子生活支援施設 

３／４ － １／４ 

都道府県が設置する場合 

・助産施設 

・母子生活支援施設 

３／４ １／４ － 

 

施設の設置主体が民間（法人等）の場合 

区分 国 都道 

府県 

市区 

町村 

設置 

主体 

市区町村が申請する場合 

・乳児院 

２／３ － １／１２ １／４ 

都道府県が申請する場合 

・乳児院 

２／３ １／１２ － １／４ 

市区町村が申請する場合 

・助産施設 

・母子生活支援施設 

３／４ － － １／４ 

都道府県が申請する場合 

・助産施設 

・母子生活支援施設 

３４ － － １／４ 

 

 

 



②  地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に関す

る法律（昭和５５年法律第６３号）第２条第1項に規定する地震対策緊急整備事業計画に基づい

て実施される事業のうち、同法別表第１に掲げる児童福祉施設（木造施設の改築として行う場合） 

及び地震防災対策特別措置法（平成７年法律第１１１号）第２条第1項に規定する地震防災緊急

事業五箇年計画に基づいて実施される事業のうち、同法別表第１に掲げる児童福祉施設（木造施

設の改築として行う場合） 

 

施設の設置主体が都道府県等の場合 

区分 国 都道 

府県 

市区 

町村 

市区町村が設置する場合 

・乳児院 

・児童心理治療施設 

２／３ － １／３ 

都道府県が設置する場合 

・乳児院 

・児童心理治療施設 

２／３ １／３ － 

 

施設の設置主体が民間（法人等）の場合 

区分 国 都道 

府県 

市区 

町村 

設置 

主体 

市区町村が申請する場合 

・乳児院 

・児童心理治療施設 

２／３ － １／１２ １／４ 

都道府県が申請する場合 

・乳児院 

・児童心理治療施設 

２／３ １／１２ － １／４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



③南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成２５年法律第８７号）第

１２条第１項に規定する津波避難対策緊急事業計画に基づいて実施される事業のうち、同項第４

号に基づき政令で定める施設を整備する場合 

 

施設の設置主体が都道府県等の場合 

区分 国 都道 

府県 

市区 

町村 

市区町村が設置する場合 

・児童福祉施設等（児童厚生施設、児童家庭支援セ

ンター、職員養成施設、その他施設を除く） 

※児童厚生施設の場合 

２／３ 

 

 

※１／３ 

－ 

 

 

※１／３ 

１／３ 

 

 

※１／３ 

都道府県が設置する場合 

・児童福祉施設等（児童家庭支援センター、職員養

成施設、その他施設を除く） 

２／３ １／３ － 

 

施設の設置主体が民間（法人等）の場合 

区分 国 都道 

府県 

市区 

町村 

設置 

主体 

市区町村が申請する場合 

・児童福祉施設等（児童家庭支援センター、職員養

成施設、その他施設を除く） 

２／３ － １／１２ １／４ 

都道府県が申請する場合 

・児童福祉施設等（児童家庭支援センター、職員養

成施設、その他施設を除く） 

２／３ １／１２ － １／４ 

 



別　表　２

１ 人 当 た り 2,540

１ 世 帯 当 た り 3,030

１ 人 当 た り 51

１ 人 当 た り 3,070

１ 人 当 た り 338

１ 人 当 た り 1,940

１ 人 当 た り 51

１ 人 当 た り 24

１グループケア当
た り

1,890

１ 施 設 当 た り 15,730

１ 人 当 た り 540

初 度 設 備 相 当 加 算 １ 人 当 た り 44

１ 人 当 た り 470

１ 人 当 た り 670

１ 世 帯 当 た り 3,030

１ 世 帯 当 た り 7,010

１ 世 帯 当 た り 51

１ 施 設 当 た り 15,730

１ 世 帯 当 た り 3,860

初 度 設 備 相 当 加 算 １ 世 帯 当 た り 44

１ 人 当 た り 670

１ 人 当 た り 960

初 度 設 備 相 当 加 算 １ 人 当 た り 14

１ 施 設 当 た り 12,872

初 度 設 備 相 当 加 算 １ 施 設 当 た り 1,019

放課後児童クラ ブ室
設 置 加 算

１ 施 設 当 た り 2,728

１ 施 設 当 た り 9,859

初 度 設 備 相 当 加 算 １ 施 設 当 た り 1,019

放課後児童クラ ブ室
設 置 加 算

１ 施 設 当 た り 2,728

１ 施 設 当 た り 19,391

初 度 設 備 相 当 加 算 １ 施 設 当 た り 1,019

放課後児童クラ ブ室
設 置 加 算

１ 施 設 当 た り 2,728

１ 施 設 当 た り 25,871

初 度 設 備 相 当 加 算 １ 施 設 当 た り 1,844

移動型児童館用車両 １ 施 設 当 た り 1,521

子 育 て 短 期 支 援 事 業 の た め の 居 室 等
整 備 加 算

母 子 家 庭 等 子 育 て 支 援 室 整 備 加 算

児 童 セ ン タ ー
（ 336,6 ㎡ 以 上 ）

小 型 児 童 館
（都市部等用地取得が困難と認められる場合）

（ 163.2 ㎡ 以 上 ）

子 育 て 短 期 支 援 事 業 の た め の 居 室 等
整 備 加 算

心 理 療 法 室 整 備 加 算

母 子 生 活 支 援 施 設 本 体

児 童 厚 生 施 設 本 体

小 型 児 童 館
（ 217.6 ㎡ 以 上 ）

大 型 児 童 セ ン タ ー
（ 500 ㎡ 以 上 ）

親 子 生 活 訓 練 室 整 備 加 算

初 度 設 備 相 当 加 算

病児・病後児保育事業のための保育室等を整
備 す る 場 合

単位

初 度 設 備 相 当 加 算 （ ３ ０ 人 以 下 ）

病児・病後児保育事業のための保育室等を整
備 す る 場 合

心 理 療 法 室 整 備 加 算

乳 児 院 本 体

年 齢 延 長 児 を 受 け 入 れ る た め の 居 室 等
整 備 加 算

初 度 設 備 相 当 加 算

助 産 施 設 本 体

初 度 設 備 相 当 加 算

小 規 模 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ ｹ ｱ 整 備 加 算

交　付　基　礎　点　数

児 童 相 談 所 一 時 保 護 施 設 本 体

親 子 生 活 訓 練 室 整 備 加 算

初度設備相当加算（３０人を超える部
分 ）



１ 人 当 た り 2,970

１ 人 当 た り 51

１グループケア当
た り

4,600

１ 施 設 当 た り 15,730

１ 人 当 た り 1,090

初 度 設 備 相 当 加 算 １ 人 当 た り 44

１ 人 当 た り 670

１ 人 当 た り 180

１ 世 帯 当 た り 3,030

１ 人 当 た り 3,510

１ 人 当 た り 51

１グループケア当
た り

4,250

１ 施 設 当 た り 24,170

１ 世 帯 当 た り 3,030

１ 人 当 た り 1,470

初 度 設 備 相 当 加 算 １ 人 当 た り 42

１ 人 当 た り 4,170

１ 人 当 た り 51

１グループケア当
た り

4,900

１ 施 設 当 た り 15,730

１ 世 帯 当 た り 3,030

１ 人 当 た り 1,470

初 度 設 備 相 当 加 算 １ 人 当 た り 42

１ 施 設 当 た り 9,550

１ 人 当 た り 1,630

１ 人 当 た り 51

１ 人 当 た り 4,220

１ 人 当 た り 51

１ 人 当 た り 3,850

１ 人 当 た り 51

１ 施 設 当 た り 7,810

１ 施 設 当 た り 7,810

１ 施 設 当 た り 7,810

１ 拠 点 当 た り 7,810

１ 世 帯 当 た り 2,540

１ 世 帯 当 た り 51

１ 施 設 当 た り 15,730

１ 人 当 た り 670

１ 人 当 た り 670

１ 世 帯 当 た り 3,990

１ 世 帯 当 た り 51

１ 施 設 当 た り 15,730

（注）

４　母子生活支援施設に小規模分園型母子生活支援施設を設置する場合には、母子生活支援施設の交付基礎点数を適用する。

５　Ａ型児童館、Ｂ型児童館及びB型児童館でA型児童館と併設する場合は、厚生労働大臣が認めた交付基礎点数とする。

６　児童養護施設に地域小規模児童養護施設を設置する場合には、児童養護施設の交付基礎点数を適用する。

９　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。

１　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合（児童厚生施設を除く。）は、上
記交付基礎点数に対して、０．０８を乗じて得られた点数を加算する。（小数点以下切捨て）

３　一部改築及び拡張に係る交付基礎点数は、「次世代育成支援対策施設整備交付金における一部改築及び拡張に係る交付金の算定方法の取扱いにつ
いて」（雇児発第0612005号  平成20年6月12日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）によるものとする。（小数点以下切捨て）

７　乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設、婦人保護施設で一時保護委託を受け入れるための整備をする場
合には、当該本体及び初度設備相当加算（一人当たり）の交付基礎点数を適用する。

８　「病児・病後児保育事業のための保育室等を整備する場合」については、「病児保育事業の実施について（平成27年7月17日雇児発0717第12号通知）」に
基づき、病児対応型及び病後児対応型を実施するための保育室等を整備する場合に限る。

２　改築整備に係る初度設備相当加算は、交付基礎点数の２分の１（児童厚生施設については３分の１）以内で厚生労働大臣の必要と認めたポイントであること。

心 理 療 法 室 整 備 加 算

初 度 設 備 相 当 加 算

初 度 設 備 相 当 加 算

小 規 模 住 居 型 児 童 養 育 事 業 所

児 童 家 庭 支 援 セ ン タ ー 本 体

子 育 て 支 援 の た め の 拠 点 施 設 本 体

児 童 自 立 生 活 援 助 事 業 所

婦 人 相 談 所 一 時 保 護 施 設

学 習 室 整 備 加 算

婦 人 保 護 施 設 本 体

心 理 療 法 室 整 備 加 算

保 育 室 整 備 加 算

初 度 設 備 相 当 加 算

心 理 療 法 室 整 備 加 算

心 理 療 法 室 整 備 加 算

児 童 自 立 支 援 施 設 本 体

初 度 設 備 相 当 加 算

小 規 模 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ ｹ ｱ 整 備 加 算

児　童　心　理　治　療　施　設　本　体

児 童 養 護 施 設 本 体

通 所 部 門 整 備 加 算

親 子 生 活 訓 練 室 整 備 加 算

初 度 設 備 相 当 加 算

職 員 養 成 施 設 本 体

通 所 部 門 整 備 加 算

小 規 模 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ ｹ ｱ 整 備 加 算

病児・病後児保育事業のための保育室等を整
備 す る 場 合

初 度 設 備 相 当 加 算

子育て短期支援事業のための居室等整備加算

心 理 療 法 室 整 備 加 算

親 子 生 活 訓 練 室 整 備 加 算

乳児を受け入れるためのほふく室又は養育室
等 を 整 備 す る 場 合

親 子 生 活 訓 練 室 整 備 加 算

小 規 模 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ ｹ ｱ 整 備 加 算

初 度 設 備 相 当 加 算

市 区 町 村 子 ど も 家 庭 総 合 支 援 拠 点

利 用 者 支 援 事 業 所

地 域 子 育 て 支 援 拠 点 事 業 所

初 度 設 備 相 当 加 算



単 位 交付基礎点数（沖縄県）

１ 人 当 た り 4,620

１ 人 当 た り 525

１ 人 当 た り 2,600

１ 人 当 た り 72

１ 人 当 た り 35

１グループケ
ア 当 た り

2,530

１施設当たり 20,980

１ 人 当 た り 730

初 度 設 備 相 当 加 算 １ 人 当 た り 62

１ 人 当 た り 620

１ 人 当 た り 900

１世帯当たり 4,040

１世帯当たり 10,520

１世帯当たり 80

１施設当たり 23,600

１世帯当たり 5,790

初 度 設 備 相 当 加 算 １世帯当たり 71

１ 人 当 た り 1,010

１ 人 当 た り 1,450

初 度 設 備 相 当 加 算 １ 人 当 た り 22

（注） １　改築整備に係る初度設備相当加算は、交付基礎点数の２分の１以内で厚生労働大臣の必要と認めたポイントであること。

５　「病児・病後児保育事業のための保育室等を整備する場合」については、「病児保育事業の実施について（平成27年7月17日雇児発0717第12
号通知）」に基づき、病児対応型及び病後児対応型を実施するための保育室等を整備する場合に限る。

■交付基礎点数表（沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）第４条第１項に規定する沖縄振興計画に基づく事業
として行う場合）

６　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。

助 産 施 設 本 体

乳 児 院 本 体

初 度 設 備 相 当 加 算

心 理 療 法 室 整 備 加 算

初度設備相当加算（３０人以下）

初度設備相当加算（３０人を超え
る 部 分 ）

子育て短期支援事業のための居室等
整 備 加 算

病児・病後児保育事業のための保育室
等 を 整 備 す る 場 合

小 規 模 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ ｹ ｱ 整 備 加 算

年齢延長児を受け入れるための居室等
整 備 加 算

病児・病後児保育事業のための保育室
等 を 整 備 す る 場 合

親 子 生 活 訓 練 室 整 備 加 算

２　一部改築及び拡張に係る交付基礎点数は、「次世代育成支援対策施設整備交付金における一部改築及び拡張に係る交付金の算定方法の取
扱いについて」（雇児発第0612005号  平成20年6月12日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）によるものとする。（小数点以下切捨て）

３　母子生活支援施設に小規模分園型母子生活支援施設を設置する場合には、母子生活支援施設の交付基礎点数を適用する。

４　乳児院及び母子生活支援施設で一時保護委託を受け入れるための整備をする場合には、当該本体及び初度設備相当加算（一人当たり）の交
付基礎点数を適用する。

母 子 家 庭 等 子 育 て支 援 室 整 備 加 算

子育て短期支援事業のための居室等
整 備 加 算

心 理 療 法 室 整 備 加 算

母 子 生 活 支 援 施 設 本 体

初 度 設 備 相 当 加 算



１ 人 当 た り 2,630

１ 人 当 た り 69

１ 人 当 た り 33

１グループケ
ア 当 た り

2,560

１施設当たり 21,290

１ 人 当 た り 740

初 度 設 備 相 当 加 算 １ 人 当 た り 60

１ 人 当 た り 630

１ 人 当 た り 920

１世帯当たり 4,100

１ 人 当 た り 4,740

１ 人 当 た り 69

１グループケ
ア 当 た り

5,740

１施設当たり 32,710

１世帯当たり 4,100

１ 人 当 た り 1,990

初 度 設 備 相 当 加 算 １ 人 当 た り 57

（注）

２　改築整備に係る初度設備相当加算は、交付基礎点数の２分の１以内で厚生労働大臣の必要と認めたポイントであること。

６　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。

１　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合（児童厚生施設を除
く。）は、上記交付基礎点数に対して、０．０８を乗じて得られた点数を加算する。（小数点以下切捨て）

３　一部改築及び拡張に係る交付基礎点数は、「次世代育成支援対策施設整備交付金における一部改築及び拡張に係る交付金の算定方法の取
扱いについて」（雇児発第0612005号  平成20年6月12日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）によるものとする。（小数点以下切捨て）

４　「病児・病後児保育事業のための保育室等を整備する場合」については、「病児保育事業の実施について（平成27年7月17日雇児発0717第12
号通知）」に基づき、病児対応型及び病後児対応型を実施するための保育室等を整備する場合に限る。

５　乳児院、児童心理治療施設で一時保護委託を受け入れるための整備をする場合には当該本体及び初度設備相当加算（一人当たり）の交付基
礎点数を適用する。

小 規 模 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ ｹ ｱ 整 備 加 算

通 所 部 門 整 備 加 算

親 子 生 活 訓 練 室 整 備 加 算

児　童　心　理　治　療　施　設　本　体

親 子 生 活 訓 練 室 整 備 加 算

病児・病後児保育事業のための保育室
等 を 整 備 す る 場 合

乳 児 院 本 体

単位

■交付基礎点数表（地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法
律（昭和５５年法律第６３号）第２条第１項に規定する地震対策緊急整備事業計画のうち、同法別表第１に掲げる社会福
祉施設（木造施設の改築として行う場合）及び地震防災対策特別措置法（平成７年法律第１１１号）第２条第１項に規定す
る地震防災緊急事業五箇年計画に基づいて実施される事業のうち同法別表第１に掲げる社会福祉施設（木造の改築とし
て行う場合）として行う場合）

交　付　基　礎　点　数

心 理 療 法 室 整 備 加 算

初度設備相当加算（３０人以下）

初度設備相当加算（３０人を超え
る 部 分 ）

心 理 療 法 室 整 備 加 算

子育て短期支援事業のための居室等整
備 加 算

小 規 模 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ ｹ ｱ 整 備 加 算

初 度 設 備 相 当 加 算

年齢延長児を受け入れるための居室等
整 備 加 算



１ 人 当 た り 3,360

１世帯当たり 4,000

１ 人 当 た り 67

１ 人 当 た り 4,060

１ 人 当 た り 447

１ 人 当 た り 2,570

１ 人 当 た り 67

１ 人 当 た り 32

１グループケ
ア 当 た り

2,500

１施設当たり 20,770

１ 人 当 た り 720

初 度 設 備 相 当 加 算 １ 人 当 た り 59

１ 人 当 た り 610

１ 人 当 た り 890

１世帯当たり 4,000

１世帯当たり 9,250

１世帯当たり 67

１施設当たり 20,770

１世帯当たり 5,090

初 度 設 備 相 当 加 算 １世帯当たり 59

１ 人 当 た り 890

１ 人 当 た り 1,270

初 度 設 備 相 当 加 算 １ 人 当 た り 18

１施設当たり 16,991

初 度 設 備 相 当 加 算 １施設当たり 1,346

放 課 後 児 童 ク ラ ブ室
設 置 加 算

１施設当たり 3,600

１施設当たり 13,014

初 度 設 備 相 当 加 算 １施設当たり 1,346

放 課 後 児 童 ク ラ ブ室
設 置 加 算

１施設当たり 3,600

１施設当たり 25,597

初 度 設 備 相 当 加 算 １施設当たり 1,346

放 課 後 児 童 ク ラ ブ室
設 置 加 算

１施設当たり 3,600

１施設当たり 34,150

初 度 設 備 相 当 加 算 １施設当たり 2,434

移動型児童館用車両 １施設当たり 2,008

単位 交　付　基　礎　点　数

初 度 設 備 相 当 加 算

病児・病後児保育事業のための保育室等を整備
す る 場 合

親 子 生 活 訓 練 室 整 備 加 算

母 子 生 活 支 援 施 設 本 体

助 産 施 設 本 体

初 度 設 備 相 当 加 算 （ ３ ０ 人 以 下 ）

児 童 相 談 所 一 時 保 護 施 設 本 体

親 子 生 活 訓 練 室 整 備 加 算

初 度 設 備 相 当 加 算

■交付基礎点数表（南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成２５年法律第８７号）第１２条第１項
に規定する津波避難対策緊急事業計画に基づいて実施される事業のうち、同項第４号に基づき政令で定める施設として行う
場合）

子 育 て 短 期 支 援 事 業 の た め の 居 室 等
整 備 加 算

年 齢 延 長 児 を 受 け 入 れ る た め の 居 室 等
整 備 加 算

心 理 療 法 室 整 備 加 算

心 理 療 法 室 整 備 加 算

乳 児 院 本 体

初度設備相当加算（３０人を超える部
分 ）

子 育 て 短 期 支 援 事 業 の た め の 居 室 等
整 備 加 算

初 度 設 備 相 当 加 算

病児・病後児保育事業のための保育室等を整備
す る 場 合

母 子 家 庭 等 子 育 て 支 援 室 整 備 加 算

小 規 模 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ ｹ ｱ 整 備 加 算

児 童 厚 生 施 設 本 体

小 型 児 童 館
（ 217.6 ㎡ 以 上 ）

小 型 児 童 館
都市部等用地取得が困難と認められる場合

（ 163.2 ㎡ 以 上 ）

児 童 セ ン タ ー
（ 336,6 ㎡ 以 上 ）

大 型 児 童 セ ン タ ー
（ 500 ㎡ 以 上 ）



１ 人 当 た り 3,930

１ 人 当 た り 67

１グループケ
ア 当 た り

6,070

１施設当たり 20,770

１ 人 当 た り 1,440

初 度 設 備 相 当 加 算 １ 人 当 た り 59

１ 人 当 た り 890

１ 人 当 た り 240

１世帯当たり 4,000

１ 人 当 た り 4,630

１ 人 当 た り 67

１グループケ
ア 当 た り

5,610

１施設当たり 31,910

１世帯当たり 4,000

１ 人 当 た り 1,940

初 度 設 備 相 当 加 算 １ 人 当 た り 56

１ 人 当 た り 5,510

１ 人 当 た り 67

１グループケ
ア 当 た り

6,460

１施設当たり 20,770

１世帯当たり 4,000

１ 人 当 た り 1,940

初 度 設 備 相 当 加 算 １ 人 当 た り 56

１ 人 当 た り 5,580

１ 人 当 た り 67

１ 人 当 た り 5,080

１ 人 当 た り 67

１施設当たり 10,320

１施設当たり 10,320

１施設当たり 10,320

１施設当たり 10,320

１世帯当たり 3,360

１世帯当たり 67

１施設当たり 20,770

１ 人 当 た り 890

１ 人 当 た り 890

１世帯当たり 5,270

１世帯当たり 67

１施設当たり 20,770

（注）

４　母子生活支援施設に小規模分園型母子生活支援施設を設置する場合には、母子生活支援施設の交付基礎点数を適用する。

５　Ａ型児童館、Ｂ型児童館及びB型児童館でA型児童館と併設する場合は、厚生労働大臣が認めた交付基礎点数とする。

６　児童養護施設に地域小規模児童養護施設を設置する場合には、児童養護施設の交付基礎点数を適用する。

１　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合（児童厚生施設を除く。）は、
上記交付基礎点数に対して、０．０８を乗じて得られた点数を加算する。（小数点以下切捨て）

２　改築整備に係る初度設備相当加算は、交付基礎点数の２分の１（児童厚生施設については３分の１）以内で厚生労働大臣の必要と認めたポイントであ
ること。

３　一部改築及び拡張に係る交付基礎点数は、「次世代育成支援対策施設整備交付金における一部改築及び拡張に係る交付金の算定方法の取扱いに
ついて」（雇児発第0612005号  平成20年6月12日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）によるものとする。（小数点以下切捨て）

７　乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設、婦人保護施設で一時保護委託を受け入れるための整備をする
場合には、当該本体及び初度設備相当加算（一人当たり）の交付基礎点数を適用する。

８　「病児・病後児保育事業のための保育室等を整備する場合」については、「病児保育事業の実施について（平成27年7月17日雇児発0717第12号通知）」
に基づき、病児対応型及び病後児対応型を実施するための保育室等を整備する場合に限る。

初 度 設 備 相 当 加 算

心 理 療 法 室 整 備 加 算

児 童 養 護 施 設 本 体

子育て短期支援事業のための居室等整備加算

病児・病後児保育事業のための保育室等を整備
す る 場 合

初 度 設 備 相 当 加 算

小 規 模 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ ｹ ｱ 整 備 加 算

乳児を受け入れるためのほふく室又は養育室等
を 整 備 す る 場 合

親 子 生 活 訓 練 室 整 備 加 算

児 童 心 理 治 療 施 設 本 体

小 規 模 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ ｹ ｱ 整 備 加 算

心 理 療 法 室 整 備 加 算

親 子 生 活 訓 練 室 整 備 加 算

児 童 自 立 支 援 施 設 本 体

心 理 療 法 室 整 備 加 算

心 理 療 法 室 整 備 加 算

保 育 室 整 備 加 算

初 度 設 備 相 当 加 算

地 域 子 育 て 支 援 拠 点 事 業 所

親 子 生 活 訓 練 室 整 備 加 算

婦 人 保 護 施 設 本 体

初 度 設 備 相 当 加 算

９　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。

学 習 室 整 備 加 算

婦 人 相 談 所 一 時 保 護 施 設

小 規 模 住 居 型 児 童 養 育 事 業 所

通 所 部 門 整 備 加 算

小 規 模 ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ ｹ ｱ 整 備 加 算

心 理 療 法 室 整 備 加 算

初 度 設 備 相 当 加 算

児 童 自 立 生 活 援 助 事 業 所

通 所 部 門 整 備 加 算

初 度 設 備 相 当 加 算

子 育 て 支 援 の た め の 拠 点 施 設 本 体

初 度 設 備 相 当 加 算

市 区 町 村 子 ど も 家 庭 総 合 支 援 拠 点   

利 用 者 支 援 事 業 所



■解体撤去交付基礎点数表

単 位 標 準
沖縄振興計画に基づ
く事業として行う場合

地震対策緊急 整備
事業計画、地震防災
緊急事業五箇 年計
画に基づく事業の場

合

津波避難対策緊急
事業計画に基づく事
業 の 場 合

１ 人 当 た り 99 - - 131

１ 人 当 た り 160 241 - 212

１ 人 当 た り 93 124 124 123

１世帯当たり 341 512 - 451

１施設当たり 680 - - 898

１施設当たり 1,024 - - 1,352

１施設当たり 1,368 - - 1,806

１ 人 当 た り 145 - - 191

１ 人 当 た り 166 - 222 220

１ 人 当 た り 209 - - 275

１施設当たり 485 - - -

１ 人 当 た り 88 - - -

１ 人 当 た り 364 - - 481

１ 人 当 た り 325 - - 429

１施設当たり 445 - - 588

１施設当たり 445 - - 588

１施設当たり 445 - - 588

１施設当たり 445 - - 588

１世帯当たり 93 - - 123

１世帯当たり 196 - - 259

（注）

３　Ａ型児童館及びＢ型児童館については、厚生労働大臣が認めた交付基礎点数とする。

１　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合（児童厚生施設を除
く。）は、上記交付基礎点数に対して、０．０８を乗じて得られた点数を加算する。（小数点以下切捨て）

児　童　心　理　治　療　施　設　本　体

児 童 養 護 施 設

大 型 児 童 セ ン タ ー

２　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。

婦 人 保 護 施 設

職 員 養 成 施 設

婦 人 相 談 所 一 時 保 護 施 設

利 用 者 支 援 事 業 所

子 育 て 支 援 の た め の 拠 点 施 設 本 体

地 域 子 育 て 支 援 拠 点 事 業 所

小 規 模 住 居 型 児 童 養 育 事 業 所

児 童 自 立 生 活 援 助 事 業 所

市区町村子ども家庭総合支援拠点

児 童 家 庭 支 援 セ ン タ ー

児 童 自 立 支 援 施 設

児 童 相 談 所 一 時 保 護 施 設

母 子 生 活 支 援 施 設

助 産 施 設

乳 児 院

児 童 厚 生 施 設 本 体

小 型 児 童 館

児 童 セ ン タ ー



■仮設施設整備工事費交付基礎点数表

単 位 標 準
沖縄振興計画に基づ
く事業として行う場合

地震対策緊急 整備
事業計画、地震防災
緊急事業五箇 年計
画に基づく事業の場

合

津波避難対策緊急
事業計画に基づく事
業 の 場 合

１ 人 当 た り 179 - - 236

１ 人 当 た り 300 451 - 397

１ 人 当 た り 166 222 222 220

１世帯当たり 619 928 - 817

１施設当たり 1,015 - - 1,340

１施設当たり 1,529 - - 2,019

１施設当たり 2,042 - - 2,696

１ 人 当 た り 258 - - 341

１ 人 当 た り 312 - 416 411

１ 人 当 た り 367 - - 485

１施設当たり 863 - - -

１ 人 当 た り 160 - - -

１ 人 当 た り 1,517 - - 2,002

１ 人 当 た り 1,347 - - 1,778

１施設当たり 788 - - 1,041

１施設当たり 788 - - 1,041

１施設当たり 788 - - 1,041

１施設当たり 788 - - 1,041

１世帯当たり 177 - - 233

１世帯当たり 357 - - 471

（注）

３　Ａ型児童館及びＢ型児童館については、厚生労働大臣が認めた交付基礎点数とする。

市区町村子ども家庭総合支援拠点

１　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合（児童厚生施設を除く。）
は、上記交付基礎点数に対して、０．０８を乗じて得られた点数を加算する。（小数点以下切捨て）

児 童 自 立 生 活 援 助 事 業 所

地 域 子 育 て 支 援 拠 点 事 業 所

子 育 て 支 援 の た め の 拠 点 施 設 本 体

２　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。

助 産 施 設

乳 児 院

婦 人 保 護 施 設

児 童 セ ン タ ー

児 童 心 理 治 療 施 設 本 体

児 童 厚 生 施 設 本 体

小 型 児 童 館

児 童 相 談 所 一 時 保 護 施 設

職 員 養 成 施 設

婦 人 相 談 所 一 時 保 護 施 設

児 童 養 護 施 設

小 規 模 住 居 型 児 童 養 育 事 業 所

児 童 家 庭 支 援 セ ン タ ー

児 童 自 立 支 援 施 設

母 子 生 活 支 援 施 設

大 型 児 童 セ ン タ ー

利 用 者 支 援 事 業 所



標 準

地震対策緊急整備事業
計画、地震防災緊急事
業五箇年計画に基づく

事 業 の 場 合

31,070 -

- 41,430

（注）

■地域交流スペース　交付基礎点数表

地 域 交 流 ス ペ ー ス 防 災 拠 点 型

12,040 16,050

初度設備相当加算 655 1,711

5,440

■余裕教室活用促進事業　交付基礎点数表

（児童厚生施設以外を整備する場合） （児童厚生施設を整備する場合）

16,050 10,700

2,856 1,903

（注）

■積雪寒冷地域体育施設　交付基礎点数表

前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。

本体点数（子育て支援の
ための拠点施設、地域子
育て支援拠点事業所、利
用者支援事業所及び市区
町村子ども家庭総合支援
拠点以外）

本体点数

初度設備相当加算

（注）１　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。
　　　２　子育て支援のための拠点施設、地域子育て支援拠点事業書、利用者支援事業所及び市区
　　　　　町村子ども家庭総合支援拠点については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における
　　　　　地域福祉の推進等を図るためのスペース（地域交流スペース）の整備について」（平成20年
　　　　　6月12日雇児発第0612008号）の「Ⅰ地域に密着した独自の事業を実施するための地域交流
　　　　　スペースの整備」に準じて行うものとする。

婦人保護施設、児童養護
施設、児童心理治療施
設、児童自立支援施設

児童心理治療施設

余裕教室活用促進事業

本体点数（子育て支援の
ための拠点施設、地域子
育て支援拠点事業所、利
用者支援事業所及び市区
町村子ども家庭総合支援
拠点）

前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。



■スプリンクラー設備工事費　交付基礎点数表

9

1,545

6

4

■屋内消火栓設備　交付基礎点数表

基本点数 2,505

1

130

194

■自動火災報知設備の感知器と連動して起動する火災通報装置　交付基礎点数表

■特殊附帯工事　交付基礎点数表

沖縄振興計画に基
づく事業として行う

場 合

地震対策緊急整備
事業計画、地震防
災緊急事業五箇年
計画に基づく事業の

場 合

津波避難対策緊急
事業計画に基づく事

業 の 場 合

- - -

- - 6,780

- - 9,820

- - 9,820

- - 9,820

- - 9,820

10,300 - -

11,580 - -

- 10,300 -

- - 10,190

（注）

市区町村子ども家庭総
合支援拠点

7,440

標準
（児童厚生施設、子育
て支援のための拠点施
設、地域子育て支援拠
点事業所、利用者支援
事業所、市区町村子ど
も家庭総合支援拠点以
外）

パッケージ型消火栓設備（1個あたり）

屋　内　消　火　栓　設　備
（既存施設における整備事業）

㎡当たり加算基準点数

屋内消火栓箱設置数による加
算

屋内消火栓設備

自動火災報知設備の感知器と連動して起
動する火災通報装置
（既存施設における整備事業）

基準点数（1施設あた
り）

100

※創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る。

7,440

前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。

助産施設、母子生活支
援施設

-

-

-

乳児院、児童心理治療
施設

子育て支援のための拠
点施設

7,440

-

利用者支援事業所

助産施設、乳児院、母子
生活支援施設、児童養護
施設、児童心理治療施
設、児童自立支援施設、
児童相談所一時保護施
設、児童自立生活援助事
業所、小規模住居型児童
養育事業所、婦人相談所
一時保護施設、婦人保護
施設

乳児院

スプリンクラー設備　（既存施設における整備事業）

児童厚生施設及び乳児院以外

児童厚生施設

乳児院

消火ポンプユニット等加算
（１施設当たり）

基準点数（１㎡当たり）

標準

※創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る。

※創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る。

5,130

7,720

児童厚生施設

地域子育て支援拠点事
業所

7,440



別表３

算 定 基 準

（そ の 他 施 設）

１区分 ２ 種目 ３ 基 準 ４ 対象経費 ５負担割合

施設整備 本体工事費 次に掲げる点数とし、改 施設整備に必 別表１－

築及び大規模修繕等の工事 要な工事費又は ４のとおり

費については、厚生労働大 工事請負費及び

臣が必要と認めた点数とす 工事事務費

る。

厚生労働大臣が必要と認

めた面積

鉄筋 厚生労働大臣

が必要と認め

た点数

ブロック 厚生労働大臣

が必要と認め

た点数

木造 厚生労働大臣

が必要と認め

た点数

解 体 撤 去 厚生労働大臣が必要と認 解体撤去に必

工事費及び めた施設及び額とする。 要な工事費又は

仮 設 施 設 工事請負費及び

整備工事費 仮設施設整備に

必要な賃借料、

工事費又は工事

請負費



別表４

算 定 基 準

（余裕教室活用促進事業）

１区 分 ２ 基 準 ３ 対 象 経 費 ４ 負担割合

施設整備 余裕教室を児童福祉施 (1) 余裕教室を社会福祉施設等に改築（施設 別表１－４の

設等に改築する場合は、 の整備と一体的に整備されるものであって、 とおり

別表２に掲げる交付基礎 地方厚生（支）局長が必要と認めた整備を

点数１６，０５０点（た 含む。）するために必要な工事費又は工事

だし、児童厚生施設につ 請負費及び工事事務費

いては、１０，７００ (2) 暖房設備工事費

点）とする。なお、初度 暖房設備に必要な工事費又は工事請負費

設備相当を併せて整備す (3) 冷房設備工事費

る場合は、２，８５６点 冷房設備に必要な工事費又は工事請負費

（ただし、児童厚生施設 (4) 冷暖房設備工事費

については、１，９０３ 冷暖房設備に必要な工事費又は工事請負費

点）を加えたものとす (5) 浄化槽設備工事費

る。 浄化槽設備に必要な工事費又は工事請負費

（注）前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された算定基準を適用する。



別表５

算 定 基 準

（耐震化等整備事業）

増改築、改築及び老朽民間児童福祉施設整備

１区 分 ２ 種 目 ３ 基 準 ４ 対 象 経 費 ５負担割合

施設整備 本体工事費 ア 定員１人当たり交付基 施設の整備（施設の整 別表１－４の

礎点数を適用する場合 備と一体的に整備される とおり

（ア）別表６に掲げる定員 ものであって、地方厚生

１人当たり交付基礎点数に （支）局長が必要と認め

定員を乗じて得たものを基 た整備を含む。）に必要

準とする。 な工事費又は工事請負

（イ）沖縄振興特別措置法 費（７に定める費用を除

（平成１４年法律第１４ く。）及び工事事務費

号）第４条第１項に規定す （工事施工のため直接必

る沖縄振興計画（以下「沖 要な事務に要する費用で

縄振興計画」という。）に あって、旅費、消耗品

基づく事業として行う場合 費、通信運搬費、印刷製

には別表６に掲げる定員１ 本費及び設計監督料等を

人当たり交付基礎点数に定 いい、その額は、工事費

員を乗じて得たものを基準 又は工事請負費の２．６

とする。 ％に相当する額を限度額

（ウ）地震防災対策強化地 とする。以下同じ。）

域における地震対策緊急整 ただし、別の補助金等

備事業に係る国の財政上の 又はこの種目とは別の種

特別措置に関する法律（昭 目において別途交付対象

和５５年法律第６３号）第 とする費用を除き（以下

２条に規定する地震対策緊 同じ。)、工事費又は工

急整備事業計画（以下「地 事請負費には、これと同

震対策緊急整備事業計画」 等と認められる委託費、

という。）に基づいて実施 分担金及び適当と認めら

される事業のうち、同法別 れる購入費等を含む（以

表第１に掲げる児童福祉施 下同じ。）。

設（木造施設の改築として

行う場合）として行う場合

には別表６に掲げる定員１

人当たり交付基礎点数に定

員を乗じて得たものを基準

とする。

（エ）地震防災対策特別措

置法（平成７年法律第１１

１号）第２条に規定する地

震防災緊急事業五箇年計画

（以下、「地震防災緊急事



業五箇年計画」という。）

に基づいて実施される事業

のうち、同法別表第１に掲

げる児童福祉施設（木造施

設の改築として行う場合）

として行う場合には別表６

に掲げる定員１人当たり交

付基礎点数に定員を乗じて

得たものを基準とする。

イ １世帯当たり交付基礎

点数を適用する場合

（ア）別表６に掲げる１世

帯当たり交付基礎点数に定

員（世帯）を乗じて得たも

のを基準とする。

（イ）沖縄振興計画に基づ

く事業として行う場合には

別表６に掲げる１世帯当た

り交付基礎点数に定員（世

帯）を乗じて得たものを基

準とする。

ウ 一部改築

平成２０年６月１２日雇

児発第0612005号厚生労働

省雇用均等・児童家庭局長

通知「次世代育成支援対策

施設整備交付金における一

部改築及び拡張に係る交付

金の算出方法の取扱いにつ

いて」により算出されたも

のを基準とする。

エ 豪雪地帯対策特別措置

法（昭和３７年法律第７３

号）第２条第２項の規定に

基づき指定された特別豪雪

地帯に所在する場合は、上

記に定める方法により算定

されたものに対して０．０

８を乗じて得たものを加算

する。



解 体 撤 去 別表６に掲げる１単位当 解体撤去に必要な工事費

工事費及び たり交付基礎点数を基準と 又は工事請負費及び仮設

仮 設 施 設 する。 施設整備に必要な賃借

整備工事費 料、工事費又は工事請負

費

（注）前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された算定基準を適用する。



別　表　６　　耐震化等整備事業

１ 人 当 た り 2,890

１ 人 当 た り 4,330

１ 人 当 た り 3,560

１世帯当たり 10,850

１ 人 当 た り 4,450

１ 人 当 た り 5,750

１ 人 当 た り 1,990

１ 人 当 た り 6,300

１ 人 当 た り 1,990

１世帯当たり 4,510

１世帯当たり 6,060

（注）

単 位 交付基礎点数（沖縄県）

１ 人 当 た り 6,500

１ 人 当 た り 4,750

１世帯当たり 16,290

（注）

１ 人 当 た り 4,750

１ 人 当 た り 7,670

１ 人 当 た り 2,650

（注）

２　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。

２　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。

１　　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合（児童厚生施設を除く。）
は、上記交付基礎点数に対して、０．０８を乗じて得られた点数を加算する。（小数点以下切捨て）

乳 児 院 本 体

児 童 心 理 治 療 施 設 本 体

通 所 部 門 整 備 加 算

母 子 生 活 支 援 施 設 本 体

　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。

■交付基礎点数表（地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律
（昭和５５年法律第６３号）第２条第１項に規定する地震対策緊急整備事業計画のうち、同法別表第１に掲げる社会福祉施設
（木造施設の改築として行う場合）及び地震防災対策特別措置法（平成７年法律第１１１号）第２条第１項に規定する地震防災
緊急事業五箇年計画に基づいて実施される事業のうち同法別表第１に掲げる社会福祉施設（木造の改築として行う場合）と
して行う場合）

単位 交　付　基　礎　点　数

１　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合（児童厚生施設を除く。）
は、上記交付基礎点数に対して、０．０８を乗じて得られた点数を加算する。（小数点以下切捨て）

■交付基礎点数表（沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）第４条第１項に規定する沖縄振興計画に基づく事業とし
て行う場合）

助 産 施 設 本 体

乳 児 院 本 体

児 童 相 談 所 一 時 保 護 施 設 本 体

通 所 部 門 整 備 加 算

児 童 自 立 支 援 施 設 本 体

児 童 養 護 施 設 本 体

母 子 生 活 支 援 施 設 本 体

助 産 施 設 本 体

乳 児 院 本 体

単位 交　付　基　礎　点　数

婦 人 相 談 所 一 時 保 護 施 設 本 体

婦 人 保 護 施 設 本 体

児 童 心 理 治 療 施 設 本 体

通 所 部 門 整 備 加 算



■解体撤去交付基礎点数表

１人当たり 129 - -

１ 人 当 た り 212 318 -

１ 人 当 た り 124 166 166

１世帯当たり 452 678 -

１ 人 当 た り 189 - -

１ 人 当 た り 217 - 289

１ 人 当 た り 271 - -

１世帯当たり 124 - -

１世帯当たり 260 - -

（注）

■仮設施設整備工事費交付基礎点数表

１ 人 当 た り 232 - -

１ 人 当 た り 392 588 -

１ 人 当 た り 217 289 289

１世帯当たり 817 1,226 -

１ 人 当 た り 342 - -

１ 人 当 た り 407 - 543

１ 人 当 た り 485 - -

１世帯当たり 227 - -

１世帯当たり 467 - -

（注）

婦 人 保 護 施 設

１　　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合（児
童厚生施設を除く。）は、上記交付基礎点数に対して、０．０８を乗じて得られた点数を加算する。（小数点以下切捨て）

２　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。

児 童 心 理 治 療 施 設

児 童 自 立 支 援 施 設

婦 人 相 談 所 一 時 保 護 施 設

乳 児 院

母 子 生 活 支 援 施 設

児 童 養 護 施 設

児 童 相 談 所 一 時 保 護 施 設

助 産 施 設

単位 標準
沖縄振興計画に基づ
く事業として行う場合

地震対策緊急整備
事業計画、地震防災
緊急事業五箇年計
画に基づく事業の場

合

単位 標準
沖縄振興計画に基づ
く事業として行う場合

地震対策緊急整備
事業計画、地震防災
緊急事業五箇年計
画に基づく事業の場

合

児 童 心 理 治 療 施 設

児 童 相 談 所 一 時 保 護 施 設

２　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。

婦 人 保 護 施 設

婦 人 相 談 所 一 時 保 護 施 設

母 子 生 活 支 援 施 設

助 産 施 設

乳 児 院

児 童 養 護 施 設

児 童 自 立 支 援 施 設

１　　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合（児
童厚生施設を除く。）は、上記交付基礎点数に対して、０．０８を乗じて得られた点数を加算する。（小数点以下切捨て）



別紙 １                                                                 
 様式 １－１                                                          

第     号 
年  月  日 

                                                                            
                                                                            
   ○○厚生（支）局長 殿                                               
                                                                            

                                                都道府県知事        
                                                指定都市の長        
                                                中核市の長    印 
                                              市 町 村 長        
                                                                            
                                                                            
                                                                            
     平成  年度次世代育成支援対策施設整備交付金の交付         
     申請について                                                    
                                                                                  
                                
                                                                            
                                                                            
     標記について、次により交付金を交付されるよう関係書類を添えて 
  申請する。                                                                
                                                                            
                                                                            
  １ 申 請 額       別紙のとおり（別紙１ 様式１－２）  
  ２ 整備計画概要       別紙のとおり（別紙１ 様式１－２） 
   ３ 防犯対策強化計画書    別紙のとおり（別紙１ 様式１－３） 
  ４ 申請額算出内訳      別紙のとおり（別紙１ 様式１－５）  
                                                                                  
                                
                                                                                  
                                
  （添付書類）                                                             
   ・ 都道府県又は指定都市、中核市若しくは市町村の歳入歳出予算書 
    （見込書）抄本                                                      
                                                                            
  （注）前年度から繰越を行った事業については、「平成  年度」 
    の後に「（平成  年度からの繰越分）」と明記すること。        



別紙 １ 

 様式 １－２ 

平成  年度次世代育成支援対策施設整備計画書 

（通常整備事業分、耐震化等整備事業分） 

 

            都道府県・市区町村名          

 

１．整備計画の概要 

 

施設

種別 
施 設 名 

設 置 

主 体 
所 在 地 

整 備

区 分 

対象経費の実

支出（予定）額 

交付金 

申請額 

年次 

計画 

抵当権

設定の

有無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

合            計    

 

２．整備の目的 

 

 

 

 

 

 

３．次世代育成支援対策推進法に規定する行動計画における位置付け 

 

 

 

 

 



 

４．管内における現在の状況と今後の推移について 

 

 （１）児童相談所一時保護施設の状況について（施設ごとに記載すること） 

今般の整備計画を申請するに当たって、現在の施設の状況、地域の状況（地域ネットワー

クの状況等）や現在の問題点、整備の必要性、今後の方向性（整備が実施された場合の状況、

改善点等）を詳細に記載すること。 

なお、記載内容を示す根拠となり、本計画の必要性が十分に確認できる資料を添付するこ

と。 

ただし、相談事業の処理件数（過去３年分）、職員の配置状況（過去３年分）、一時保護施

設の入所率などの利用状況を必ず添付すること。 

 

  （２）児童入所等施設等の状況について（施設ごとに記載すること） 

今般の整備計画を申請するに当たって、現在の施設の状況、地域の状況（地域ネットワー

クの状況等）や現在の問題点、整備の必要性、今後の方向性（整備が実施された場合の状況、

改善点等）を詳細に記載すること。 

なお、記載内容を示す根拠となり、本計画の必要性が十分に確認できる資料を添付するこ

と。 

ただし、児童入所等施設（婦人相談所一時保護施設、婦人保護施設を含む）の整備を行う

場合については、様式第１－４についても作成されたい。 

 

（３）子育て支援のための拠点施設の状況について（施設ごとに記載すること） 

今般の整備計画を申請するにあたって、現在の施設の状況、地域の状況（地域ネットワークの状

況等）や現在の問題点、整備の必要性、今後の方向性（整備が実施された場合の状況、改善点等）

を詳細に記載すること。 

なお、記載内容を示す根拠となり、本計画の必要性が十分に確認できる資料を添付すること。 

 

５．耐震化を行う必要性、整備の緊急性、その他特殊事情等について 

耐震化を行う必要性、整備の緊急性、その他特殊事情等について特記すべき事項がある場合は、

詳細に記載すること。（施設ごとに記載すること） 

       ※ 「建築物の耐震改修の促進に関する法律」（平成７年法律第１２３号）第５条及び第６条に規定

する耐震改修促進計画や「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国

土強靱化基本法」（平成２５年法律第９５号）第１３条に規定する国土強靱化地域計画等、耐震化

整備に係る計画を策定している場合には、当該計画を添付すること。 

 



様式１－２ 記入要領 

 

 通常整備事業分（耐震化等整備事業以外の整備）、耐震化等整備事業分のうち、該当する事業を○

で囲み、別葉に作成すること。 

都道府県・市区町村名の欄は、市区町村の場合は、都道府県名も必ず記入すること。 

  

１．整備計画の概要 

  整備予定の児童福祉施設等について「施設種別」・「施設名」・「設置主体」・「所在地」・「整備区分」・

「対象経費の実支出（予定）額」・「交付金申請額」・「年次計画」・「抵当権設定の有無」を記入する

こと。 

 ※「所在地」：市町村名まで記入すること。 

※「整備区分」：創設・増築・増改築・改築・拡張・大規模修繕・民老 等 

 ※「交付金申請額」：「交付金申請額」を算出し、記入すること。 

 ※「年次計画」：単年度事業の場合は「単年度」、継続事業の場合は「平成  年度●●％～ 

平成  年度●●％」と記入すること。 

 ※「抵当権設定の有無」：平成 20 年 4 月 17 日雇児発第 0417001 号「厚生労働省所管一般会計補助

金等に係る財産処分について」の別添１「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認

基準」第３の３の（１）に規定する抵当権の設定の有無の別について、○をつけること。 

 ※１つの施設で複数の整備区分がある場合でも、１つを記入し、整備区分については、主たる整備

区分（整備計画に基づく主な整備目的）を記入すること。 

 

２．整備の目的 

当該整備計画に掲げられている施設整備の目的を記入すること。 

記入の観点としては、施設整備の目的及び必要性、施設整備による効果等とする。 

※必要に応じ、資料を添付すること。 

 

３．次世代育成支援対策推進法に規定する行動計画における位置付け 

策定された行動計画との関連性、ソフト事業等との関連性などについて記入すること。 

また、翌年度以降の整備計画などがあれば記入し、将来的な展望等も記入すること。 

  ※必要に応じ、資料を添付すること。 

 

４．管内における現在の状況と今後の推移について 

 現在の管内の状況と整備計画を踏まえた今後の推移などについて記入すること。 

※必要に応じ、資料を添付すること。 

 

５．耐震化を行う必要性、整備の緊急性、その他特殊事情等について 

  耐震化を行う場合は、必ず現在の状況及び整備の必要性について記入すること。 

また、地域計画や建物を取り巻く環境など、協議施設との関係で、特殊事情等があり、特記すべ

き事項がある場合にはあわせて記入すること。 

 

 

 



別紙 １ 

 様式 １－３ 

平成  年度防犯対策強化整備計画書 

 

 

             都道府県・市区町村名          

 

１．防犯計画の概要 

施設 

種別 
施設名 

設置 

主体 
所在地 整 備 区 分 

対象経費の実

支出予定額 

交付金 

申請額 

       

       

       

       

       

       

       

       

合            計   

 

２．防犯対策強化に係る整備の概要（防犯対策強化の必要性を認めた理由を具体的に記入すること） 

施 設 名 防犯対策強化に係る整備の概要及び整備が必要な理由 

  

  

  

  

  

  

  

  

 



様式１－３ 記入要領（防犯対策強化に係る整備を実施する場合に記入すること。） 

 

都道府県・市区町村名の欄は、市区町村の場合は、都道府県名も合わせて記入すること。 

  

１．防犯計画の概要 

  整備予定の児童福祉施設等について「施設種別」・「施設名」・「設置主体」・「所在地」・「整備区分」・

「対象経費の実支出（予定）額」・「交付金申請額」を記入すること。 

 ※「所在地」：市町村名まで記入すること。 

※「整備区分」：「防犯対策強化」と記入すること。  

 ※「交付金申請額」：「交付金申請額」を算出し、記入すること。 

 

２．防犯対策強化に係る整備の概要 

 ※防犯対策の強化に係る整備について、都道府県、市区町村がその必要性を認めた理由を記入する

こと。（経緯、現状、整備による効果等を具体的に記入すること） 

 



別紙１

　様式　１－４　　　児童入所等施設（婦人相談所一時保護施設、婦人保護施設を含む）を整備する場合

都道府県・市区町村名：

部（局）課名：

担当者： 連絡先：

１　管内における施設種別ごとの定員、現員、入所率

（単位：人、％）

平成　　年度 ＊本年度

定員（暫定）　Ａ 現員　　Ｂ 入所率　Ｂ／Ａ 定員（暫定）　Ａ 現員　　Ｂ 入所率　Ｂ／Ａ 定員（暫定）　Ａ 現員　　Ｂ 入所率　Ｂ／Ａ 定員（暫定）　

乳児院（※１） （　　　　） （　　　　　） （　　　　） （　　　　　） （　　　　） （　　　　　） （　　　　）

母子生活支援施設 （　　　　） （　　　　　） （　　　　） （　　　　　） （　　　　） （　　　　　） （　　　　）

児童養護施設（※１） （　　　　） （　　　　　） （　　　　） （　　　　　） （　　　　） （　　　　　） （　　　　）

児童心理治療施設（※１） （　　　　） （　　　　　） （　　　　） （　　　　　） （　　　　） （　　　　　） （　　　　）

児童自立支援施設（※１） （　　　　） （　　　　　） （　　　　） （　　　　　） （　　　　） （　　　　　） （　　　　）

婦人相談所一時保護施設 （　　　　） （　　　　　） （　　　　） （　　　　　） （　　　　） （　　　　　） （　　　　）

婦人保護施設 （　　　　） （　　　　　） （　　　　） （　　　　　） （　　　　） （　　　　　） （　　　　）

（注）定員（暫定）、現員、入所率については、年間平均入所率を記入すること。ただし、前年度については、数値の確定していない月がある場合には、確定している範囲で記入すること。

２　里親委託率（１の表中（※１）の施設の整備を行う場合） （単位：％）

平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度 　　【里親委託率算出方法】

（　　　月　　　日　現在）

３　その他の状況

平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度

人口（人）　（※１）

児童数（人）　（※１）

虐待相談件数（件）　（※２）

非行相談件数（件）　（※２）

母子家庭世帯数（世帯）　（※１）（※３）

（注）過去３か年度分の状況を記入すること。

※１　調査時点については、各年度とも同一月日とすること。また、備考欄に調査時点（月日）を記入すること

※２　3年度前の年度、2年度前の年度については、3月末現在の数値を記入すること。前年度については、見込を記入すること。

※３　婦人相談所一時保護施設、婦人保護施設、母子生活支援施設を整備する場合に記入すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　部　　　　　　　　　　　　　　　課

施設種別
平成　　年度　＊3年度前の年度 平成　　年度　＊2年度前の年度 平成　　年度　（　　　月末現在）　＊前年度

　　里親委託率（％）＝（　里親委託児童数　／　児童養護施設入所児童数＋乳児院入所児童数＋里親委託児童数）　×１００

　　　過去３か年度分の里親委託率を記入すること。
　　　なお、3年度前の年度、2年度前の年度については、３月末日現在、前年度については、数値の確定している範囲で記入すること。

備考



別紙１
様式1-5

都道府県・市区町村名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　
　

対 象 経 費 の 交 付 金 都 道 府 県 交 付 金

設 置 主 体 実 支 出 差 引 額 選 定 額 豪 雪 地 算 定 額 ( 指 定 都 市 等 )

（ 予 定 ） 額 域 加 算 合 計
基 本 額

補 助 額 所 要 額

A 円 B （ ≦ A ） 円 C 円 D （ =A-C ） 円 Ｅ 円 Ｆ Ｇ 点 Ｈ (= Ｆ × Ｇ ) 点 Ｉ (= Ｈ × 8%) 点

Ｊ (= Ｈ + Ｉ ) × 1,000

円 Ｋ 円 Ｌ 円 Ｍ 円

自 治 体

　　 小　　　　　　　　　　　計

自 治 体 以 外

小　　　　　　　　　　　計

（注） (1) 工事請負契約等を締結する単位で作成すること。

(2) 交付金算定方法が交付要綱８によらない整備区分については、各々の算出方法に基づき算出した基準額（対象経費のみ）の合計に１／２（児童厚生施設については１／３）を乗じたもの（ただし、千円未満は切捨て。）をＪ欄に記入すること。

(3) 算出にあたっては、本体、地域交流スペース、その他工事別とし、小計を設けること。

(4) C欄には、移行時特別積立金を含めること。

(5) Ｅ欄には、Ｂ欄の額とＤ欄の額を比較して少ないほうの額に１／２（児童厚生施設については１／３）を乗じた額を記入すること

(6) Ｌ欄については、自治体の補助相当額（交付金相当の補助及び＋α）を計上すること。

(7) Ｅ欄及びJ欄～Ｌ欄の小計及び計の欄については、内訳の金額の記入の有無に関係なく必ず記入すること。

(8) Ｋ欄は、Ｅ欄の額とＪ欄の額を比較して少ないほうの額を記入すること。 

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　

基 準 点 数

計

平　成　　　　　年　度　次　世　代　育　成　支　援　対　策　施　設　整　備　交　付　金　申　請　額　内　訳

設 置 者 の

総 事 業 費

寄付金その他

の 収 入 額 等

交 付 基 礎 点 数 表 に よ る 算 定 額

施 設 種 別
定 員 交 付 基 礎 点 数



別紙 ２                                                                       

 様式 １－１                                                                

                                                                番     号 

                                                                年  月  日 

                                                                                

                                                                                

 ○○厚生（支）局長 殿                                                     

                                                                                

                                                      都道府県知事 

                                                      指定都市の長 

                                                      中核市の長  印 

                                                    市 町 村 長 

  
                                                                                

                                                                                

                                                                                

平成  年度次世代育成支援対策施設整備交付金の事業 

実績報告について 

                                                                                

                                                                              

                                                                                

 平成  年 月  日第   号で交付決定を受けた平成  年度次世代育

成支援対策施設整備交付金に係る事業実績については、次の関係書類を添えて

報告する。 
                                                                                

                                                                                

 １ 精 算 額       別紙のとおり（別紙２ 様式１－２）  

 ２ 整備計画実績の概要     別紙のとおり（別紙２ 様式１－２）  

 ３ 防犯対策強化計画実績の概要     別紙のとおり（別紙２ 様式１－３）  

 ４ 精算額算出内訳       別紙のとおり（別紙２ 様式１－４）  

 ５ 事業実績報告書       別紙のとおり（別紙２ 様式１－５）  

 ６ 都道府県、指定都市、中核市、市町村及び設置主体の歳入歳出決算書 

 （見込書）抄本       

 

   （注）前年度から繰越を行った事業については、「平成  年度」の後に 

 「 （ 平 成   年 度 か ら の 繰 越 分 ） 」 と 明 記 す る こ と 。                    



別紙 ２ 
  様式１－２ 

平成  年度次世代育成支援対策施設整備計画実績の概要 

   （通常整備事業分、耐震化等整備事業分） 

 

                       都道府県・市区町村名                 

 

１．整備計画実績の概要 

 

施設

種別 
施 設 名 

設 置 

主 体 
所 在 地 整備区分 

対象経費の

総事業費 

交付金 

精算額 

年次 

計画 

抵当権

設定の

有無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

合            計    

（注）抵当権の設定を証明できる書類（登記簿の写し等）を添付すること。 

 

２．整備計画と実績との比較及び進捗状況 

 

 

 

 

 

３．今後の整備計画について 

 



別紙 ２ 

  様式１－３ 

 

防犯対策強化整備計画実績の概要 

  

 

                 都道府県・市区町村名        

 

１．防犯計画の概要 

施設 

種別 
施設名 

設置 

主体 
所 在 地 整備区分 

対象経費の実支

出額（実績額） 

交付金 

精算額 

       

       

       

       

       

       

合            計   

 

２．防犯計画と実績との比較及び進捗状況 

 

 



別紙　２
　様式１－４

都道府県・市町村名 　
　

対 象 経 費 の 交 付 金 都 道 府 県 交 付 金 交 付 金 交 付 金 差 引 過

設 置 主 体 実 支 出 差 引 額 選 定 額 豪 雪 地 算 定 額 （指定都市等）

（ 予 定 ） 額 域 加 算 合 計 基 本 額 補 助 額 所 要 額 交 付 決 定 額 受 入 済 額 △ 不 足 額

A 円 B （ ≦ A ） 円 C 円 D （ =A-C ） 円 Ｅ 円 Ｆ Ｇ 点 Ｈ (= Ｆ ×Ｇ )点 Ｉ (= Ｈ × 8%) 点
Ｊ (= Ｈ + Ｉ ) ×
1,000 円 Ｋ 円 Ｌ 円 Ｍ 円 Ｎ 円 Ｏ 円 Ｐ (= Ｏ - Ｍ ) 円

自 治 体

　 小　　　　　　　　　　　計

自 治 体 以 外

小　　　　　　　　　　　計

（注） (1) 工事請負契約等を締結する単位で作成すること。

(2) 交付金算定方法が交付要綱８によらない整備区分については、各々の算出方法に基づき算出した基準額（対象経費のみ）の合計に１／２（児童厚生施設については１／３）を乗じたもの（ただし、千円未満は切捨て。）をI欄に記入すること。

(3) 算出にあたっては、本体、地域交流スペース、その他工事別とし、小計を設けること。

(4) C欄には、移行時特別積立金を含めること。

(5) Ｅ欄には、Ｂ欄の額とＤ欄の額を比較して少ないほうの額に１／２（児童厚生施設については１／３）を乗じた額を記入すること

(6) Ｌ欄については、自治体の補助相当額（交付金相当の補助及び＋α）を計上すること。

(7) Ｅ欄及びJ欄～Ｌ欄の小計及び計の欄については、内訳の金額の記入の有無に関係なく必ず記入すること。

(8) Ｋ欄は、Ｅ欄の額とＪ欄の額を比較して少ないほうの額を記入すること。 

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　

平　成　　　　年　度　次　世　代　育　成　支　援　対　策　施　設　整　備　交　付　金　精　算　額　内　訳

設 置 者 の

総 事 業 費

寄付金その他

の 収 入 額 等

交 付 基 礎 点 数 表 に よ る 算 定 額

計

施 設 種 別
定 員 交付基礎点数 基 準 点 数



別紙 ２ 

 様式 １－５ 

 

事 業 実 績 報 告 書 

 

 １ 交付金における実施施設の概要 

 （１）施設の名称及び所在地 

 （２）施設の種類 

 （３）設置主体及び経営主体 

 （４）入所（利用）定員 

   

   

   

   

   

   

 

    現 在 定 員  

 

    増 加 定 員  

 

    合 計  

 

             人 

          （世帯） 

 

 

             人 

          （世帯） 

 

 

             人 

          （世帯） 

 

 （注）母子生活支援施設については、利用世帯数を記入すること。 

 

 ２ 当該交付金による施設整備に係る事業内容 

 （１）施設の規模及び構造 

   ア 整備事業（解体撤去工事費・仮設施設工事を除く。） 

   （ア）敷地面積       ㎡ 

   （イ）敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別） 

   （ウ）施設整備の区分（創設、拡張等の別） 

   （エ）建物の面積  建築面積     ㎡、延面積     ㎡ 

   （オ）建物の構造（   造） 

   イ 解体撤去工事（既存施設に係るもの） 

   （ア）建物の面積  建築面積     ㎡、延面積     ㎡ 

   （イ）建物の構造（   造） 

   （ウ）建築年月日 

   （エ）補助金の区分（昭和○○年度：国庫・民間・自己資金・その他） 

   （オ）処分（取りこわし）年月日 

   ウ 仮設施設工事 

   （ア）建物の面積  建築面積     ㎡、延面積     ㎡ 

   （イ）建物の構造（   造） 

 

 



 （２）支出済事業費総額 

   ア 主体工事費              円 

   イ 工事事務費              円 

   ウ 小計（本体工事費）          円 

      エ 特殊附帯工事費                円 

   オ 解体撤去工事費及び 

     仮設施設整備工事費 

     （解 体 撤 去 工 事 費）        円 

     （仮設施設整備工事費）        円 

   カ その他の工事費            円 

      キ 地域交流スペース           円 

   ク 合  計               円 

   （注） 工事費仕様書、支出済工事費費目別内訳書、工事事務費費目別内訳書 

      を添付すること。 

 （３）施工期間 

   ア 契約年月日 

   イ 着工年月日 

   ウ 竣工年月日 

   エ 竣工後の事業開始年月日 

   オ 解体撤去工事関係 

   （ア）着工年月日 

   （イ）完了年月日 

   カ 仮設施設工事関係 

   （ア）工事期間 

   （イ）仮設施設の使用期間 

 （４）その他参考事項 

  （添付書類） 

   １ 請負いの場合は、工事請負契約書の写 

     直営の場合は、支払領収書の写 

     賃貸借の場合は、賃貸借契約書の写（仮設施設整備のみ） 

   ２ 工事完了を確認するに足る検査済証の写 

     （建築基準法第７条第５項又は第１８条第１８項の規定による検査済証） 

   ３ 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表 

   ４ 建物平面図（建物面積を明記したもの）及び立面図 

   ５ 建物内外主要部分の写真 

      ６  工事契約金額報告書（別紙１－６） 



別紙２ 

 様式 １－６ 

 

                                                          番     号 

                                                          年    月    日 

 

      都道府県知事 

     指定都市市長 

  各  中 核 市 市 長  殿 

      市 区 町 村 長 

 

                                              社会福祉法人○○○会 

                                                        理事長  ○○○○ 

 

                                              施工業者 

                                                  株式会社  △△△建設 

                                                     代表取締役  △△△△ 

 

 

                         工事契約金額報告書 

 

 

  発注者（委託者）社会福祉法人○○○会と請負者（受託者）株式会社△△△建

設は◇◇◇施設建設工事に係る工事請負契約（設計監理委託契約）を次のとおり

締結し施工するとともに、交付金についてもこれに基づき算定したことを報告す

る。 

 

 
 

契 約 年 月 日 

 

金     額 

 

当初○○工事請負契約 

 

平成    年    月    日 

 

金                円 

 

○○変更（追加）契約 

 

平成    年    月    日 

 

金                円 

 
 

平成    年    月    日 

 

金                円 

 

設 計 監 理 委 託 契 約 

 

平成    年    月    日 

 

金                円 

 
 

平成    年    月    日 

 

金                円 



 別紙 ３                                                                                                                                                                       

                                                                                                                                                                                    

平成 年度次世代育成支援対策施設整備交付金調書  

                                                                                                                                                                                    

  平成 年度  厚生労働省所管                                                 （都道府県・市区町村名）                

 

            国             

 

          地 方 公 共 団 体         

  

 

 

 

 

 

 備考 

 

 

 

 

                 

                 

  歳 出 予 算 科 目   

                 

                 

                 

 

          

  交 付 決 定    

          

 の 額 

      

        円 

 

  歳 入   

 

      歳 出      

 

     

科 目 

     

     

 

      

予 算 現 額 

      

    円 

 

      

収 入 済 額 

      

    円 

 

     

科 目 

     

     

 

      

予 算 現 額 

      

    円 

 

うち交付金

相 当 額 

 

    円 

 

      

支 出 済 額 

      

    円 

 

うち交付金 

相 当 額 

 

    円 

 

翌 年 度 

      

繰 越 額 

    円 

 

うち交付金 

相 当 額 

 

    円 

 

（項） 児童福祉施設整備費    

 

  （目） 次世代育成支援対策施 

    設整備交付金 

 

 

 

 

          

            

         

          

 

 

 

 

     

 

     

     

 

 

 

 

      

 

      

      

 

 

 

 

      

 

      

      

 

 

 

 

     

 

     

     

 

 

 

 

      

 

      

      

 

 

 

 

      

 

      

      

 

 

 

 

      

 

      

      

 

 

 

 

      

 

      

      

 

 

 

 

      

 

      

      

 

 

 

 

      

 

      

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                                                                                                    

 （作成要領）                                                                                                                                                                       

  １ 「国」の「交付決定の額」は、交付決定通知書の交付決定の額を記入すること。                                                                                                     

  ２ 「地方公共団体」の「科目」は、歳入にあっては、款、項、目、節を、歳出にあっては、款、項、目をそれぞれ記入すること。なお、歳出については、前記１の額に対応する経費の配分が     

   目の内訳に係るときは、当該経費の配分の目の内訳として記入すること。                                                                                                             

  ３ 「予算現額」は、歳入にあっては、当初予算額、補正予算額等の区分を、歳出にあっては、当初予算額、補正予算額、予算費支出額、流用増減額等の区分を明らかにすること。               

  ４ 「備考」は、参考となるべき事項を適宜記入すること。                                                                                                                           



 別紙 ４                                                                                                                                                                         

                                                                                                                                                                                      

平成 年度次世代育成支援対策施設整備交付金による施設の工事着工報告書 

                                                                                                                                                                                      

                                                                 （都道府県・市区町村名）                 

 

 施 設 の 種 類  

 

              

 

 施 設 の 名 称  

 

                          

 

 設 置 団 体  

 

              

 

   

            

            

 建物の構造及び面積  

            

            

            

 

 構 造      造  

              

   

 建築面積      ㎡  

  

              

 延 面 積      ㎡  

 

   

            

            

 工 事 費 合 計  

            

            

            

 

  

 

                          

            円 

 

 

 

 

 直 営 ・ 請 負 の 別  

 

              

 

 契 約 年 月 日  

 

              

 

 着 工 年 月 日  

 

              

 

 完 成 予 定 年 月 日  

 

              

 

                                                                                        

                                                                                        

   

 

                  

 

 年  月 

 

    月 

 

    月 

 

    月 

 

    月 

 

    月 

 

    月 

 

    月 

 

    月 

 

    月 

 

    月 

 

    月 

 

 

 

 出 来 高 

             

 

 

 

      

金 額 

 

    円 

      

 

    円 

      

 

    円 

      

 

    円 

      

 

    円 

      

 

    円 

      

 

    円 

      

 

    円 

      

 

    円 

      

 

    円 

      

 

    円 

      

 

    円 

      

 

 

  ％   

 

 

        ％ 

      

 

 

        ％ 

      

 

 

        ％ 

      

 

 

        ％ 

      

 

 

        ％ 

      

 

 

        ％ 

      

 

 

        ％ 

      

 

 

        ％ 

      

 

 

        ％ 

      

 

 

        ％ 

      

 

 

        ％ 

      

 

 

        ％ 

      

 

 



  別紙 ５                                                                                                                                                        

                                                                                                                                                                         

平成 年度次世代育成支援対策施設整備交付金による施設の工事進捗状況報告 

 

                                                                                                                                                                     

    施設種類                                             （都道府県・市区町村名）                        

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

             

 施 設 名  

             

             

 

         

 設 置 主 体  

         

         

 

創設、拡張 

      

等の別   

      

 

交 付 金 額 

       

 

Ａ      円 

 

１２月末日の 

       

出来高    

Ｂ    ％ 

 

３月末日まで 

       

の出来高見込 

Ｃ    ％ 

 

       

繰越見込高  

       

Ｄ(100-C) ％ 

 

         

繰 越 見 込 額 

         

Ｅ(A×D)    円 

 

            

    

   備考 

            

 

             

             

             

 

 

 

         

         

         

 

 

 

      

      

      

 

 

 

         

         

         

 

 

 

       

       

       

 

 

 

       

       

       

 

 

 

       

       

       

 

 

 

         

         

         

 

 

 

            

    

            

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

 

             

             

             

   合 計    

 

 

 

         

         

         

         

 

 

 

      

      

      

      

 

 

 

         

         

         

         

 

 

 

       

       

       

       

 

 

 

       

       

       

       

 

 

 

       

       

       

       

 

 

 

         

         

         

         

 

 

 

            

    

            

    

            

 

 



 別紙 ６ 

 

番     号 

年 月 日 

 

 

   ○○厚生（支）局長  殿 

 

                         都 道 府 県 知 事 

指 定 都 市 の 長 

中 核 市 の 長 印 

                         市 町 村 長 

                          

 

平成 年度次世代育成支援対策施設整備交付金の年度終了実績 

報告について 

 

  標記について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年 

 法律第１７９号）第１４条後段の規定により別紙のとおり報告する。           

 



（別 紙） 

 

 

           

 事 業 名  

           

           

           

 

   交 付 決 定 の 内 容    

 

   年 度 内 遂 行 実 績    

 

 翌 年 度 繰 越 額  

 

 事 業 実 施 期 間  

 

         

 摘 要  

         

         

         

 

事 業 費 

       

     円 

 

交  付  金 

基  本  額 

     円 

 

交 付 金 額 

      

     円 

 

事 業 費 支 払 

実 績 見 込 額 

     円 

 

事 業 

進 捗 率 

   ％ 

 

交付金受入額 

    

     円 

 

事 業 費 

       

     円 

 

交 付 金 

 

     円 

 

着 手 年 月 

      

      

 

完 了 予 定 

年 月 

      

 

           

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

     

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

      

 

 

      

 

 

         

 

 

 

           

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

     

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

      

 

 

      

 

 

         

 

           

 

       

 

       

 

       

 

       

 

     

 

       

 

       

 

       

 

      

 

      

 

         

 

                                                                                      

 

           

           

 

       

       

 

       

       

 

       

       

 

       

       

 

     

     

 

       

       

 

       

       

 

       

       

 

      

      

 

      

      

 

         

         

 

 

           

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

     

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

      

 

 

 

      

 

 

 

         

 

 



別紙 ７ 

 

                             番     号 

                             年 月 日 

 

   ○○厚生（支）局長  殿 

 

                         都 道 府 県 知 事 

                         指 定 都 市 の 長 

                         中 核 市 の 長 印 

                         市 町 村 長 

 

 

平成  年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

 平成 年 月 日第  号で交付決定を受けた平成  年度次世代育成支援対策

施設整備交付金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額については、次のと

おり報告する。 

 １ 整備計画内における施設の種類及び名称 

 ２ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号） 

  第１５条の規定による確定額又は事業実績報告による精算額 

                           金        円 

 ３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入 

  控除税額（要交付金等返還相当額） 

                           金        円 

 ４ 添 付 書 類 

   記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が確認でき 

る資料、特定収入の割合を確認できる資料）を添付する。 


